


有害化学物質削減をめざす国際シンポジウム

iもっと知りたい繍＇I輔、もっと進めたい明会il
一一欧米における「環境情報へのアクセスと市民参加」に学ぶ一一

みなさんは次のような疑問を持ったことがあるのではないでしょうか。

・4弘たちの環境にはさまざまな場所からさまFまな有審物質がIJHLIされているが、どんなものがどれだけ併出されているのか市

民には知る術利があるのではないか？

・私たちの大切な環境を大き く変えるような計画や決定について‘はじめの段階から情報開示や意思決定へ容加することは目1征

されるべきではないか？

・ 私たち自身ゃ、大切な環境に1[（大な量~'Illを及lますような活動が私たちの意思に反して強行されたとき．手遅れにならないうち
に活動をやめさせる法制度や行政の仕組みはあるのだろうか？

わたしたちは、 このような疑問を解決するための第一歩として、 このたび、環境情報へのアクセス、意思決定プロセ

スへのili民参加をテーマに活問している欧米のNGOを招き、我が固での情報公｜持！と市民主F加lを考える国際シンポジウ

ムを開1mします。日頃、このような疑問lをお持ちのみなさま、いっしょに考えてみませんか。（より詳しい背景鋭明は

裏面をご覧下さい）

E3 時： 2003年3月8日（土） 13:QQ～17: 30 （開場12 : 3 0) 

場 所：早稲田大学園際会議 場

（〒169-0051東京都新宿区西早稲田 1-20ー14 TEL 03-5286-1755) 

資料代： 1000円

参加方法：：事前申込み （先篇： 400名 ・申込み方法は裏面）

主 催．有害化祭物質削減ネットワーク (Tウォッチ）

後復：環境省 ・絞，斉産業省 （予定）

協 力：エコケミストリー研究会、ダイオキシン ・環境ホルモン対策国民会蟻
WWFシ・ャパン、パルディーズ研究会、化学物質問題市民研究会

＜プログラム＞ （同時通訳あり）

I）器関紙i前 「知る権利と市民参加に関わる世界の動きJ
① リオ宣言 ・担＇HOL原則のためのパートナーシップ

フランシス ・アーウ ィン （アメリカ ・世界資i原研究所（WR!))

② オーフス条約とヨーロ ッパのNGO

メアリー ・テイラー （イギリス・地球の友）

① 日本における情報公開と市民参加l

鶴岡憲一（Ml究新聞諭絞委員）

2）パネルディスカ ッション

「環境情報へのアクセスと市民参加→ヒ学物質情報公開（PRTR）を司1例にーj

モデレーター・村山武彦 （早稲田大学）

培下駐，R百暗 『阜福田』閉廷タ5骨

パネラー（予定） ・ピル ・ピーズ （アメリカ ・Scorecard）、パーカード・ムースパーグ（カナダ ・PollutionWatch) 

中下総子（ダイオキシン・環境ホルモン対策国民会決）‘中地盤哨（Tウオ yチ） 他
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特集/アスベスト禁止への軌跡2002年

迅速•確実な禁Itの実現と 健康被害•既存石締対策を 
石綿対策全国連第16回総会 
初の「被災者•遺族の集い」も開催

労働組合、市民団体、安全センターや関心をも 
つ個人でつくる石綿対策全国連絡会議(http：// 
homepage2.nifty.com/banjan)tX 2月 8 日、東 
京•渋谷勤労福祉会館で第16回総会を開催した。
設立から15周年にあたる咋(2002)年は、同連 

絡会議にとってまさに「激動の一年」となった。総会 
議案の「活動報告」は、日本におけるアスベスト禁 
止がようやく現実のものになるに至った昨年の取 
り組みの経過を報告しているので、次頁以下に紹 
介する。
総会では、まず何よりも、迅速かつ全面的な禁 

止を確実に実現すること。そして、禁止の実現が「ア 
スベスト問題の終結」になってしまわないように、い 
まの時期にこそ、①今後増加が予想される健康被 
害対策、②建築物等にすでに使用されてしまって 
いる既存アスベスト対策、を二本柱とした総合的な 
対策を確立する必要性があることが強調された。
健康被害について言えば、中皮腫をはじめとし 

たアスベスト被災者とその家族からの相談が連絡 
が急増するなかで、多くの方々がいまだ、病気や 
治療このことなどに関する情報を得ることができず、

また、相談や体験を語ることのできる相手もみつか 
らないまま、孤立させられているのが現状だという 
ことを痛感させられている。
今回、総会に先立ち、ささやかだが、初めて全国 
的な「アスベスト被災者•遺族の集い」がもたれ、北 
海道、埼玉、東京、千葉、神奈川、福井、大阪、佐
賀、長崎から30数名の方々が参加した(表紙写 
真)。自らの体験を共有し合うとともに、それを踏ま
えた今後の交流•連携や全国の被災者•家族をど 
うサポートしていけるか、また、政府•厚生労働省
等に要望していくべき内容について話し合われた。
既存アスベスト対策についても、連絡会議内に 

プロジェクトを設置して、検討が始まっている。
また、総会では、IBAS (アスベスト禁止国際書記

局)から、日本で国際会議を開催したいという提案 
が寄せられていることが報告された。連絡会議で 
は、早急に実現の可能性を見極め、可能となれば、 
上記諸課題の実現とアジア、世界規模でのアスベ 
スト禁止の実現に向けた努力の具体化の一環と 
して、全力で取り組んでいくことを確認した。 
皆さんのお知恵もぜひお借りしたい。
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はじめに

2001年度は｛ i綿対策全国連絡会議にとってまさ

しく I1同I期的」な、「激動の 年」となりました。 19R7年
の全梓|連結成以来 15年 Uにして、っし斗こ日本にお

けるアスベスト禁止が現実のものとなってきたので

す。この今年間をふりかえってみたいと思います。

号機縁客機1 1 "え務総畿務総象
同輔織織議議鰭穏脇町

1. 第 15回総会・記念講演 望麹盤量量

2【臼 l年 12月4口、東京・全建総連本部会議室にお

いて第 151門|総会を開催しました。総会では、以下の

) j 々に現場報告をお願いしましたが、円本でたたか

われているアスベスト関連裁判l等の勢揃tlとLりた

趣きがありました。

米海軍横須賀基地有綿じん肺訴訟原告同、米

海軍横須賀忌地第次直技話求団、横須賀J曲
灰じん肺被災者の会、じん肺・アスベスト被災者

数済基金の皆さん

・ニ菱長崎造船じん肺訴訟原告団長のよ出哲郎

さん

円本板蛸下共闘労働組合委員長の鈴木雅之さ

ん
.Jltl li口千船橋一仁場'｛J綿肺がん労災行政訴訟弁

護問のイj坂修さん
.口本工夕二、ツソ介トパイフ

五裁~判判Iを支援する村|↑博寺てチfさん

引き続いて、大阪府立成人病センター参事・森

永謙 氏を講師に迎えて、「アスベストの健康被害

と代替品の健康リスケ」と題した記念講演を行いま

した心総会議案、現場報白及び記念講I百の内零は、

「アスベスト対策情報JNo.31 ( 2 ω 2年 3月1日)に収 

Sよしています。森永氏の講演は、斯界の第 入者

による最新の知比の紹介であり、同氏が編者となっ

て刊 2002年 l月に, ' 1 " ,版された『職業性石綿ばく蕗

と｛J綿悶連疾患 基健知識と労災補償 』とモど

も関係者¢恰好の参考書として活用され、「アスベ

スト対策情報JNO.31 は存庫切れの状態です。

なお、 2002"ド3月23tJに、(社)仲奈川|労災職業

病センターとじんl Ii市・アスベスト被災者救済基金の主

催、神公川県と横須賀市の後援により横須賀市内

のや沢学習センターで闘催された「がん対策特別市

民講座」の横須賀共済病院内科部長・三浦湾太郎

氏の講演「アスベスト疾忠を診て 30年 中皮脂の症

例を中心に 」も、長年の経験と最新の知見を踏ま

えた充実したものでした(同氏は前掲『職業性石封印ま

く齢と石綿関連疾忠」で「中皮脱 臨床」の執筆をJ日

当しています) 。

また時期はずれますが 10月に発行された『環境

と公害J(岩波占屑)第 32巻第2(秋)号は、 「アスベ

スト問題の新展同」という特集を組んでいます。鈴

木版之亮氏(ニューヨークマウントサイナイ医科

大学)11rving J. Sclikoff教授のアスベスト関連疾

患研究に関する貞献」、森永謙一氏 121世紀に課

題を残したアスベスト問題」、全国連事務局次長で

モある名取雄司(亀戸ひまわり診療所)1臨版刊か

らみたアスベスト悶連疾患の状況」、同じく事務局

長・占谷杉郎(全国労働安全衛生センター連絡会

議事務局長)1アスベスト全而栄 l上に向かう世界と

H本」、村山武彦氏(早稲岡大学理一仁学部惚合領

域教授)1アスベスト汚染による将米リスクの定量

的予測に関する一考察」、「アスベスト汚染による

労働災需の事例」、村山氏、名収、古谷と、立;尽灰

さしがや保育同父母の会の今井桂子さんによる雌

談会「アスベスト問題をどうとらえるか」、と充実した

内容になっています。

2 悪性中皮腫死亡数の将来予測

2 0 0 2年4月10円に、神戸国際会議場で開催さ
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|特集〆アスベスト幾~への軌跡却rn年 E

れた第 751 nlt J本産業衛小学会にオヨドて、

「わが固におけるアスベスト被告の将l<予

測」とも再える側究結果が発表されました。

卓谷典男(奈良医人術中学)、村 111武彦(早

稲田大理工複合紙域)、高橋謙(産業医

大尉撹疫'y')の 3教授と{ ' ,取雄司医師(亀

戸ひま才北)診療所)江研究チームによる「わ

が国に才J請する悪性胸股 '1'皮腫化亡数の将

来予測」です。

全国連でも結成当初にアスベスト被需

の将米予測ができないか検討されたことが

ありましたが、データ等を揃える三とができ

ずに断念した経緯があります。ここ数年、

欧米等において、「疫学調金に基づく化亡

数の子i~rJ 原凶からのアプローチ」と, lう従来から

の手法ではなく、 iJmJ l、の死亡数に基づく将来の死

亡数の予測 結架からのアフ。口一子」とも言える新

しい統百|分析手法による将来予測 σ研究成東が発

表されるようになり、 |百j様の手法を川いることによっ

て可能となったものでした。

との仙究成呆によれば、わが同の悪性胸膜中皮

腫じと死亡数(男刊)は2000～2029年の30年 IUJで
約5)j8,8∞人、ヨ)印J~ヨ139年の40年間では 10)j

3ヲ 0 0 0人に達するものと予測され、後者の値は 1990

~1卯例ミのHY寸|自lの死亡数 (2,088人)の49.3倍に

当たります。

とれば、わがl:li lでも中皮JI ! I iによる死亡が顕有化 

し始めてきたという不幸な現実の|に初めて可能で

あったということ、この将来予測は過去のアスベス

ト使用の結果であって、直ちに全而主主I上を実行した

としても避けられない現実であること等々、多くの意

味で衝撃的なものであξとともに、アスベスト被告が

催実に増大しつつあると, lう相談等を通じた私たち

のH頃の実感を裏づけるものでもありました。

この研究内零は、 4月2F1付け事］円新聞朝刊や

4月28 日付け毎日祈聞朝刊等により全国的に大き

く報じ巴れました(符紙の英字新聞でを報道されてい

ます)。これらの報道が、「アスベストは過去の問題」

と青わば信じ込まされてきた世論を喚起し、 6月の)早

乍労働λ匝光去に雫る政府の決断を後押ししたこ

とは間違いないでしょう。朝刊新聞には、「国は救済

策に真剣に取り組むべきだ。先進同の多くは全両

禁止にしており、早急に輸入を禁止すべきだ」、とい

う全国連事務局長の談話が掲載されています。

全|玉|速では4月 17日に、東京・全建総連本部会

議室主において、村111武彦氏を諦日rlJに迎えて「緊急報

告集会」を開催し、こ江研究の成県と意義を学習し

ました(与真)［2002年7月号2頁参照］。緊泊、報件集

会ではまた、参加者に中皮腫という疾病の実態をよ

り理解してもらうために、東京電力の変電所での保

守点検、泊料作業に従事していた夫を悪性胸膜中

皮腫で亡くした六森草恵チさんが奇長)と、関~世)J

の下請けとして火力発電所や焼却炉、浄水拐のプ

ラン卜設備の建設に従事していた夫を悪性胸膜中

皮腫で亡くした古川和子さん(大阪)に、実体験を話

していただきました o

3. 毎日新聞のスクープ

上記将来千iWJσ 研究結果を報じた 4月2 8口付け

毎臼新出朝刊は、そのー由で「厚労省 {i 綿の全

面禁止検討関係省と協議」という特ダネをスクー

プしました。 rJ豆労省が先 (3)月末、石綿に関係する

法令を所管する環境昔、や経済産業省と、実務者レ

ベ)［の協議を始めた。全面禁止を検討する省問協

議が閣かれたのは初めてだ」、という内容です。

全国連ではこれに先なつ4月2 3 tJに、「アスベス

トの早期禁止の五羽および健炭被百の増加に対

4 安全センタ情報2C口3年 3月号



する対応を台めたアスベスト対策のー屑の強化に

向けた要請」を厚生労働省に提山し、交渉の円程を

調私している忌中のごとでした。上記特ダネ記事に

は、「歓迎したい。結論を先延ばしにすれば、被常

者はもっと増える。建物などに使われている石綿を

処分する際の対策など課題は多いが、早急に全而

禁止に踏み切ξことが問題解決の第一歩になる」、

という全国連事務局長の談話も掲載されています。

4. ANROAV会議で特別報告

5月8 - 1 0日には、タイ・バンコクにおいて、アジアの

労災被災者・支援凶体のネットワーケ ANROぷf

(AsiaηNetwork lor the Rights 01 Occupational

Accidcnt Victims)の年次総会が開催され、タイ、

香港、台湾、インド、ネパール、インドネシア、マレー

シア、オーストラリア、円本の9か国から 34人の代表

が参加しました。 [2肌)2年8月号2員参照]

全国連の2 0 01什度活動方針で「世界的趨勢のな

かで円本を含むアジアの動向が最も注目されること、

などに焦点を出てていく必要がある」としているとと

ろでもあり、運蛍委員会等の場でも、アジアで連撹

できる労働問休、巾氏岡休等とのネットワークをど

うjムげていくかということが議論されてきました。

A N R O A Vのネットワーケのなかでは、アスベスト

や職業が/しの問題はまだまだクロースアッフ。されて

いξとは言えない状況ですが、今|門|、全国

連事務局長でをある全国安全センター占

谷事務局長が「アスベスト問題」について

江特別報告を行う機会を与えられ、世界の

動向と円本での取り組みに韓国、台湾、フィ

リピン、シンガポール、マレーシア等、知り

得る限りのアジア関連の情報も加えて報告

しました。

2Cω 年9月のブラジル世界アスベスト会

議に、 A N R O A Vのインド、香港のメンバー

等が参加していること毛あり、問題の所在

に対する認識は思いのほか而かったとい

う印象です。インドでは、環境、安全衛牛肉

係の同体等が '1'心になって、アスベスト禁

止キャンペーンが木村r的に始まりました。

また、このネットワークとは別ですが、マレーシアで

も、ベナン消費者協会が '1'心となってアスベスト禁

止キ守ンペーンが行われているという情刊Hも｛瓦えら

れています。

5 厚生労働省交渉

全国連の厚生労働省との交渉は、 5月2 0 F 1に設

定されました。前述の毎日新聞のスクープ記事が州

る以前か3、今|門|は全国かうアスベスト健康被需の

被災者本人や遺族の )j 々に参加していただき、直

後その声 実状と願いを伝え、 4月に発表された悪

'1"1胸膜中皮腫死亡の将来予測の結果とも合わせ

て、アスベスト禁止導入の決断を迫りたいと考えてい

ました。そのため、従来、 1時間、人数1 0人未満で実

施していたモのを、今|門|は特別に21噂IUJ 、最伐2 0人
は確保してほしいと要望し、認められていました。

しかし、スクープ記事を踏まえて、いよいよ祭 IC実
現への具体的手順について聞くことヵγ詰る、禁止

は第 歩であり、増加が確五祝される今後の健炭

被害等の抜本的対策を確立せよとの要唱を、被災

者・遺族から直接伝えることができξ弘通う私たちの

期待は、無残にtJち砕かれてしまいました。

厚生労働省側は、労働長準局かう安全衛生部の

化学物質調杏課と労働衛桁課から各1名、労災補

償部補償課から2名、健炭局生活衛生課カもl名の

安全センタ情報2003年3月号 5
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計5名が出席したのですが、まずスクープ記事を踏

まえて禁止に向けた厚労省のスタンスと今後の取り

組みについて説明を求めたのに対して、その場の

リード役さえ決まっておらず、お行いに顔を見合わ

せる始末。顔ぶれカめいって化学物質調査課の担

3斉に回答を促した宅のの、 r4月かう }D":iになった

ので、(報じられた3月の「省山協議」には)出席して

おらずわかろない」、「引き継ぎは受けた」とは昌うも

のの、具体的な説明は何もできませんでした。

これには参加者全員が悠り心頭にi士し、 「対応で

きる責任者を連れてこい!Jということになって、担

3者が部岩に反り、前午、前々年とも全|司連との公

渉に出席していた係長を連れて戻るまで、交渉は中

断してしまいました。この係長は3月の「省問的y議」に

宅参加していたようですが、「協議と, lうようなをので

はなかった(情報交換とか意見交換、勉強会等IIろ
いろな昌い ) jをしていました)ということ、また、前年

の全同連の「関係省庁連絡会議を開催するように

されたい」としゅ叫請も踏まえてそのような場を持っ

たとも亘う毛のの、その只休的な内脅や今後のMI
については明らかにしませんでした。～～～～ 21日付けの

毎H新聞朝刊が、「む綿被害遺族が全由禁止陳

情厚労省担当者、鈍い以応」と報じたとお1です。

特別に2時間停保されていた時間もことまでで

11時IUJを費やしてしまい、結局、「伐りの11寺|山、遺族・

被災者の実休験と要望を宍剣に聞いて、あらため

て回答の場を設定するように」と求めました。父j止に
は、前出のI奇一正の大森さん母娘、六阪の古川|さん、

第l掴総会で弁護上かろ報告がさオ1t"旭蛸下船橋

i場で働いていた夫の石綿肺がん¢労災認定を求

める行政訴訟の原告である千葉の渡辺アキずさん

とご白身も石綿l怖で渡辺さんの裁判を文援している

ノじ同僚の方、ニ菱長崎造船じん肺訴訟原告団長の

太問料良1 >さん、横須賀カもは6名庄工遺族と横須賀

地区じん11市被災者江会会長の下里子林蔵さ/しらがか

けつけてくれました(全国連側参加者 24f,)。遺族・

被災者の方々は、アスベスト疾患の恐ろしさと被災

者本人・家族の苦しみ、悔しさ、願いを、生々しく、切

実に訴えてくださいました。厚労省側I中!席者の uに

浮かんだ涙も、その場限りのものではなかったと信

じたいと思います。

なお、との口は、父捗の前後に厚労省近くに場

所を確保して、食事や飲み物を11 1 (りながら参加者の

顔合わせ、交流と今後の決意を確認する坊としまし

た。とくに、各地の遺族の梓さんが初めて顔を台わ

せた員重な場になったとlLlいます。全員がJく|門|の交

渉にも参加すると昌ってくださいました。

その場で、次回の父iJ > 、は人数制限なしで議H会

館等で、できれば符省顔をそろえさせて、等の弘!望

が山されたこともあり、また、只休8' . 1な話を聞けなかっ

た厚生労働省の動向を倖認して主主 IC実現に向けた

戦略を練るために、全国連結成以来相談に呆って

いただいている五烏正規衆議院議員(民主党)に協

力を要請しました。百島氏から早速、厚生労働省に

質していただき、 5月2 0 tJの交渉における不誠実な

対応に対しては、安全衛生部長からiT式な謝罪が

なされ、今後このような対比、のないようにする、と明

言されました。どうも、スケープされたことなどによる

内部の混乱等があったようです。

6 厚生労働大臣の禁止方針表明

6 安全センタ情報2C口3年3月号



坂n ) J厚乍労働大臣がr｛j綿原則使 JIJ等禁止

の検討」を公式に表明したのは、この厚生労働省交

渉力、ら1か月後σ:二とでした。 [2α)2年7月号13頁

参照]

運営委員で屯あるアスベストについて考える会の

大内加寿子さんtJ)':-~の働きかけも受けて'1'村敦夫

参議院議員かう5月1 7日付けで「アスベスト禁1I指
置に闘する質問宅意書」が提出されていました。こ

れに対する政府の「符弁書」が6月28円の閣議で決

定され、その閑議後の記青会見の場において、.iJli
円大臣の方針が表明されたのです。

政府「符弁書」は、 「今後とも干lH郁こよる労働者の

健康障害の防1I措置の実施を事業者に徹底させ

るとともに、現在使われている石綿についても、他

の物質により代替できないか等を調査し、その結果

を踏まえ、｛J綿の使用等0:禁1I措置について検討

を行ってまいりたい」、としています。

庁、記者会比における大U発弓は、「近年白

ィコ綿の代替品の開発が進んでまいりましたことも踏

まえまして、白石高刷ごつきましでも圃民の安全、社会

経済にとりまして石綿製I'J Iの使用がやむを得ないも

のを除き、原則として使肘等を渋1Iする方針で検討

を進めているということでこ、さやいます。やむを得ない

ものという '1'には、例えば化学プラントなどの時に

これに代わるべき良いものがないといったようなこ

ともあって、全部とは言っておりませんけれども、

しかし原則としてこれも使用等を禁止する庁針で検

討を進めてまいりたいというふうに思っております」

(h ttp://www.mhlw. ,go. ip/kaiken/daii in/2002/

06/k0628.html)という宅ので、「原則使用等禁止」

の方針を明確に打ち刑しています。

全国連では、そのHのうちに「アスベスト禁止に

関する坂口厚労併の記者会見に対する有綿対策

全同連絡会誌の声明」を作成して発表しました。「声

明」では、この方針を歓迎し、 r~ t !も早く具体的に

禁止措置を実1Jすξととを強く要望」し、また、禁止

措置カ吃の除外や猶下措置を不合瑚に刻、大したり、

それら措置の検討にいたずらに時間を費やして、禁

止の実1Jが遅れるようなことがあってはならず、とり

わけ代替品が存杭しないものはない建材に例外を

zitけることのないよう主Iを中4しました。

同時に、「アスベスト全面禁止の早期実現」は問

題解決への艮初のステ、ソ7 'であり、①今後の健康

被下害対策、@既存アスベスト対策の2点を柱とする

様々な問題に具体的に対処していくために、「政府

が強力な指導力を発揮して、関係省庁が垣根を越

えて包括的な取り組みを行うべきことをまYるためで叫

望」しています。

坂U大口i発育については朝日、毎日、日経等

各紙も報道しましたが、全国連の「声明」も共訳さ

れて、全国連のホームページ(http://homepage2

nif ty .com/bani an/htm l/statcmcn t. htm)、日本消

費者連日朝の英主ニュース I]apan ResuurcesJペコ前 

山A N R O A Vのニューズレ夕、Eメール等を通じ

て世界に配信されて大きな反響を呼ぴ、お祝いや

激励のメッセージが多数届けられました。

なお、政府「拝弁書」では、毎円新聞のスクープ

記事に関連して、「御指摘の『省間協議』とは、本年

3月2 9 t!に、厚十労働省が闘催し、防衛庁、文部

科学省、経済産業省、国土交通省及び環境省の

実務｝D ":i者が参加した会議を指すものと考えられ

るが、当該会議は、閃係各省庁における｛J綿対

策の取組状況についての情報交換を目的とする

モのであり、御指摘の和道のような石綿の全而的な

使川禁止に三いて検討が行われたわけではない」、

としています。

7既存アスベスト対策確立へ

4月の第 7S回日本虚業衛生守会では、 (NPO)

東京労働安全衛桁センターの外山尚紀氏らによ

る「建築物解休作業場における石綿曝露に関する

検討」とtlう州究成果も発表されています。とれに

よると、現在法令による規制がかけられていない、

天井部の吹き付け石綿除去前に五施説た無有綿

の天 JI板撤去作業によってもアスベストがJI く散して

おり、既存建築物のアスベスト飛散防止対策の見

直しの必要性を示唆するモのでした。

このととの重要性と坂日大U発育が関係業界に

もj皮紋を投げかけてL認ことを好機ととらえて、全圃

連は7月に、アスベスト除去業者向けの「アスベスト

安全センタ情報2 0 0 3年3月号7
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除lょに閲する緊急、アンケート」を実施しました。 fE握
できた除去工事業者 62 干十にアンケート用紙を郵送

し、 18社 (29%) から回答がありました。法令で規制

されていない部分でも安全施てを碓保しようとしめ努

力も見られる )jで、不況のあおりもあって「役所

発注物件以外は、石綿があるにもかかわらず、な

い主のとして解体していξのが実態」等という「率直む

な回答をあり、既存アスベスト対策に本肢を人れて

取り組まなけれはならない必要性を感じさせました。

全国連ではその後、 Inl答をいただいた数祉を訪

問して、実状や問題｝.～をさらにおい、山す作業も進め

ました。また、 9月に尉境省l環境管理局へアンケート

の速報と天井史に吹き付けアスベストがある場合

の天井板の撤去でアスベスト粉じんが発生すξとい

う外山報告について話をし、現行のアスベストL事

の手順では解体業者のアスベスト曝露、環境汚染

は防げないことを指摘しました。アスベスト工事の

フローチャートの見直しが必要です。 10月29日の

NHKのテレビ醤組でも、束尽 231'く:の K有施設にお

ける既存アスベスト対策の実状に閣する独日調金

の結束も報道されています。

アスベストの新規使IIJは禁止されξという新たな

事態のもとにおける、建築物を '1'心とした既存アス

ベスト対策のあり方を提起して, lくために、全|玉|連

のなかに「既存建築物アスベスト・フoロジェケト」を設

置することにして、 llliR円から作業を開始したところ

です。

吹き付けアスベストやアスベスト台有建材の改築

や解体の実態を把握すξとともに、作業'1'のアスベ

スト濃度や技術的対策の検討を行い、事前調査か

ら安全な作業と廃棄に閃して実効'VIのある対策を

提昌していこうと考えています。

8. 関係3省連続交渉

7月2 4日に全 ILI速は、 ILI土交通省、経済虚業省、

環境省との連続交渉を実施しました。

今回のこれら各省との交渉は、厚生労働省の);

針に対する出方を探り、栄 rcに向けて妨害をさせな

いーより積極的には「省山協議」等に手|自l取ること

なく禁止の早期実現を促進する、という狙いがたぶ

んに込められたものとなりました。

国土交通省は、建築基準法を所管し、過去物議

を醸す発言の多かった性宅局建築指導課が、 I｝宇

中労働太田が発言したよヨ=全由禁止という方向で

使用禁止されてくれば、 1Iぇ射的に』建築基準法上

私耐火建築材料として使えるものとして挙げられて

いるアスベスト台有建材の例不を削除する方向で

対応していくことになるモのと考えている」、と回答し

ました。「建築法準法上祭I上する必要性があるとい

う認識には雫っていないが、規制を管車書されている

他の省で禁止されることになれば、『反射的に 1'" J 

とい- 3 ; : :とで、反対はしないというととだと受け止めら

れました。

ゾj、国土交通省が発注者となる立場の官庁営

繕部は、以前から「アスベストの有害性も認識しつ

つ、ノンアス化を雌進」と I Iう方針でしたが、現実に

発注した工事でアスベスト含イl建材を使わねばなら

ない侍i所があったという経験があるかどうか4ねた

ところ、 2 4時建ての中央合|司庁舎2号館建設の場合

も含めて、「基本的にはない」ということも明らかに

なりました。また、今後の既存アスベスト対策との関

わりで重山な動きとして、現在法令による規制のか

かっていない「非飛散性アスベスト含イl建材」の取

り扱いについて、従来課長通知や「建築副監物温

正処理知進l立網」等で扱われていたものを、「環境

配l葺(グリーン)改修工事」として平成 14年度版の

「建築改修ム事共通｛I様占」の中に組み入れたと, l

う報告がされました。これは、法令によるしばりのか

かる「飛散性アスベスト含イj建材」に基本的に準じ

た取り扱いを求めるとととしたものです。

他方、建設リサイケル法を所管する総合政策局

建設業課は、新しい法律の施行に子いっぱいとい

う様子でしたが、同j去のは的でよをる「再資源化」にi出
さないアスベスト台有建材の適切な取り扱い広確保

やアスベスト処理「業」自体の規制のあり )jなど、今

後、議論しなければならない点は山積みです。

また、旧運輸省の悶係では、 7月HJから発効した、

新造船及び既存船への新たなアスベストの設置を

祭l上する同際海上人命安全 (SOLAS) 条約の改止

に対する圏内法令の対応を確認しました。実は、 H
本で初めての(クリソタイルも含めたすべての)アス

8 安全センタ情報2C口3年3月号



ベストの使川を原則禁止する法令として、 2002"ド7

月1円から、船舶安全法の船舶設備規程、小形船

舶安全規則、小形漁船安全規則が改正されて、す

でに施行されているわけで、その内容は以下のと

おりです。

船舶(小型船舶、小型漁船も)には、次に掲

げるものを除き、{J綿を台む材料を使川しでは

ならない。

① ロータリー式j五制機及びロータリーポンプ

において使川される羽恨卓

② 摂氏3501主を超える高温下又は7メガパス

カルを超える)土力下で、火災若しくは腐食の

危険'1'1又は毒' 1 ' 1がある液体の循環に使川さ

れる水密継子及び内張り

~ 扶氏1サ000度を超える両i直下で使用される、

軟 'VI今及び弾) 1 '1'1の必'}J!:な断熱材

このような具体的な使用条件等の限定は、厚生

労働省が実施するアスベスト祭l上措置の例外の

設定にも参考になるものと14lわれます。

経済産業省は、坂口大臣発百の「原則l使用等禁

止の方針」が閣議決定されたわけではないとしなが

らも、「現状使われているむ綿についても、他の物

質により代替できないかどうかというようなことを調

査して、その結果を踏まえて、石綿の使用等の主主

止拍肯について検討を行っていきたしりという方針

を示しました。 1991年度均も京Jor年度にかけて(社)

日本石綿協会に委託して実施した「石綿含有率低

減化製品等調杏委託事業」江結論として、 rJ支術的

には代替も可能、 )j向としてはできるんではないか

という方向付けのレポートをいただいている」とい

うことで、方向付けは確認済みという説明でした(前

年の交渉ではここまで明百はしていませんでした)。

窯業建材課でf担保している全アスベスト製造l'IT r製

造業者(20C口什度65社、 2ω]"1'度 59社)に対する

2001年6月に行ったアンケー卜調査では、 12社ほ

どが石綿を使わない製l日に切り替えたいと答えて

いるが、近々あらためで、どうLウ問題があってそ

れをケ, Jアしたら代詩ができるのかできないのかと

いう倒別調査をして今後の対応を考えていく、との

ことでした。

環境省については、厚生労働省のMIに以対

すξことはないと理解してLミましたが、積極的に禁止

の支持促進を図るよう要望しました。具体的な動き

では、大気汚染防止法に関連した「石綿飛散防止対

策事業J(大気規制課所管)について、全圃連の叫

望も踏まえて、吹き付け有綿以外の石綿含イJ建材

の問題を昨年度から取り上げ、今年度は11 く散の実

態調杏を主体的にやっていきたいという Inl答がなさ

れました。 PRTR(環境汚染物質排山・移動登録)制

度を導入した化守物質管理促進法を所管する牒境

安全課も、事業主均、らの)国出によらず固の責イでで

排出量を把握する毛のとされているJ~)\~源の排山

泌等からアスベストの排I中止して、建築物の解体改

修一仁事からの排出についても算出されたいという民

望に対して前向きな盗勢を示し、信頼できる推計)j

法についての知見があればぜひ提供してほしいと

言っています。また、こ才lまで全く積極的な|門|答:が得

られなかった廃棄物処理法を所管するリサイ列レ推

進室からも、民棄物処分場にヰ3ける「非飛散性アス

ベスト合有建材」の実態調査を行ってみょうかと思っ

ているとし行話まで山てきました。

この時点での各省但～者の話の限りでは、「石綿

の使川等原則禁止」という基本方向に対する真正

面からの以対は表明されず、また、各省においても

特定の業界団体等からの反対の)土力もかかってい

ないとのことでした。むしろ、全般的に、坂H太田充

言がきっ均斗?となって、労働安全衛生法令L外も含

めた行政各分野におけるアスベスト対策に新たな

動きが出てく(きてい)る可能刊カTあることが示唆さ

れました。

9 . (社)日本石綿協会との意見交換

一方、坂U大出発育に先立つ6月16日付け束京

新出朝刊は、「危険ひそむ住宅廃材」という特集の

なかで、「禁止は国際的な潮流」とL巾全国連事務

局長の話に続けて、「協会としても祭I上はやむを得

ない流れと考えている。アスベストを使わない犀恨

料、や外町村に切り扱える動きもここl、2年目立っ

てきている」、という(社)日本石綿協会専務開事の

発言を紹介しました(なお、|可記事は、「国はなぜ早

く禁止しないのか。厚労省は『今後の)j向につい
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てはお答えできないj(化学物質調杏課)と

の回答だった」出占ばれています坂口大

U発育前の行政の対応です)。

実は2月の11寺点で全国連は、|可協会に対

して、前年に続いて;芭見交換の場を設定し

てほしe'とし η要請を行っていましたが、協

会側の人事異動や体制変更、事務所移転

等々のため、落ち着いてからならばという

ことで調整してきたのです品工これは9月5日

になって実現しました。

この坊で、「禁止 代替化の) j 向やむ

なし」という同協会Uコ姿勢力司書認されました。

「管理して使 111すれば安全という考え方に

変更はない」 、 r(政府の決定は)政治的な 

判断という而宅あるだ、ろう」等とはしているものの、

前年度の話し合いのときとは打って変わった変化

です。

様々な用途ごとの代替イヒの吋能性やアスベスト

を「合有」しているカゼう均約分怖・検証のあり方等々

についても意此を交換しましたが、新規使用がアス

ベスト含有製l日!でなければダメだという具体的な製

品は挙がりませんでした。禁止からの除外や猶予拍

置に闘して、協会として働きカヰナξということはしない

というととのようでしたが、～に、個別企業レベルで

そうした働きカ斗十が必死に行われ(てい)ξ のではな

いかとも推察されました。

また、協会側からは、アスベストを使わなくなった

ら協会はいらないということではなく、既存アスベス

トの処理対策や過去のデータじi):g:理等々の社会的

責任を果たしていとうとe'う姿勢であるという立場が

表明されました。

10. r石綿製品の代替化等の調査」

こ江問、厚生労働省(化学物質調査課)が大臣発

育以降｛口Iをやっていたかとい号と、「現時点で代替化

が凶難な商品及びその111途を明らかにするとともに、

それら代啓困難品¢代詩見込み時期を把握すξこ

とをは的」とした、アンケート調査を行っています(刀

初9月30tl締め切り)。この「調杏結果の概盟」は、 12

月12 F1に公表されましたが、有綿製品製造企業 26

社(建材 2 0社、建材以外7社、 1;佳重複)、石綿製

品製造業界凶体 10凶体、｛J綿製品ユーザー業界

川休 19同休、石綿・石綿含イj製品輸人事業者自

社に対してアンケート調査票を送付し、調査票の

Inl答内容を確認するため、市話により補足的な意

見聴取等を行ったということです。

他方、経済虚業省(窯業建材課)もl月ほど遅れ

てr｛j綿製品についての調査崇」による調杏を行っ

ていますが、こちらの粘県は公表されていません。

11. アジア・シンポジウム等

リ月 26-27日の両日、 1t九州市の虚業医科大宇

において、|可六学とフィンランド固¥r.労働街中研究

所 (FIOH)の共催、 WHO、I L O等の後援により、 

IAs bcstos Symposium for thc Asian CountricsJ

が闘催されました(写真参照)。このシンポジウムに

はシンガポール、韓国、 '1'困、ベトナム、フィリビン、

マレーシア、タイ、インドネシア、束チモール、日本、

fT湾(テレビ首話による報告)の 11か国のアジア諸

国から代表が参加、残念なが巳研究者を III;L :亡した

非公開の会議でしたが、全|司連事務局の了守谷、｛",

取がH本のrCountry ReportJの共著者として参加

しました。

いまや同際アスベスト虚業の足重要ターゲットと

とされるこの地域に関する情報の之しさは、 5月のバ

ンコクの会議でアジアの状況を報白する準備をする

10 安全センタ情報2Cコ3年3月号



なかでも痛感させられていました由工アシアで初めて

の試みであるこのシンポジウムは実に実り多いも

のでした。まずは、情報の人子可能性のイl無を含め

た各同の状況が整問されたととが挙げられます。ま

た、シンガポールやH本、韓国等で使川量が減少

しているのに対して、 '1'国ゃベトナム、タイ等では(著

しい)増加傾向がみられるという際立ったコントラス

トがある一方で、アスベスト台有製品の輸出入はア

ジア地域内に限定されていることなども示されました

(とのことからも、ある同における祭 IC措置がたん

に他の固におけるアスベスト製品製造の増加をも

たらしただけといさことのないように注意を払う必要

があると青えます)。

シンポジウムの報告書は産業PA A :カら近く出版

される予定であり、また、主催者はフォロ アップの

会議を聞いていきたい志向を明らかにしています。

一方、 6月3-7 t1にはロシア・エカテリンブルグにお

いて「アスベスト及びそ江他の繊維状鉱物の生産と

使用における安全衛生に関する|司際会議」が開催

されていますが、これは｛J綿反対運動に対抗する

ためのもので、ロシア有綿t品会はこの会議の閣催

のために多大な資金(市6 8 ,500)を必要としたことが

|司協会のえ書によって明らかにされています。|司会

議には、アゼルパイジャン、カナダ、 '1'回、キューパ、

フィンランド、ドイツ、インド、イラン、日本、ルーマニ

ア、ロシア、タイ、トルコ、イギリス、アメリカ、ウケラ

イナ、ウズベキスタン、ベトナム、ジンパフエから参

加者があったとのことです(アジア等からの

参加者は招待された毛のと思われます)。

同会議では、 2003 年にE Uが応終決定

をする前にWHOとI LO江後援のモとで一

連の専門家会合を組織することなどを向国

際組織に提案すξ三とで一致したなどとされ

ていますが、ロシアム綿協会の文書では、

ロシア¢科学者グ凡ーブが rll;L亡なって石

綿主主l上議論の根拠のないことを立証する

資料の準備を行い、 2002年7月に行われ

るE E C科学委員会に提出するた11)の費用

が $ 2 8ヲ。 0 0に宅なり、とれも同協会の負 )0

となると記されており、|司協会の一連の動

きに対する恩オコくは明白です。国際的なア

スベスト並業がアジアを中心とした潜布的市場を白

ら放来する意志はないということであり、世界規模

におけるアスベスト禁止の実現を促進する必要性

を痛感させる動きです。

他方、横須賀のじん肺・アスベスト被災者救済

基金や神奈川労災職業病センターが 200 1年3け
に初めて開催した「じん肺・アスベスト被害»真展」

が、 2 0 0 1年9月にはオーストラリア・ウィーンで聞か

れたヨーロッパ・ワークハザ ズ会議の会場で、イ

ギリスと南アフリカの»兵を含めた3か|玉|台同写真

展として閣催されましたが、 2002年 10月にはアメリカ

にも上陸することになりました。 10月7-9 F1の US 

National COSH Nctwork (アメリカσ安全センター)

の年次総会の会場及び 10月12 t 1のアメリカ公衆衛

生学会( A P H A )労働安全衛生部会のソーシャル・

イfント(懇親会)の会場('4兵参照)で展示さ才たも

のです(いずれもフィラデソLフィアでの閣催)。

円本か:は占谷事務局長と神奈川労災職業病セ

ンターの池出理恵さんが参加しましたが、:チ真展の

ほか、 C O S Hの会議ではH本におけるアスベスト禁

止、被災者側り起こしの取り組みなどを紹介しました。

また、ニューヨークでマウントサイナイ医科大J干に鈴

木康之亮先中を訪ね、最近の研究やアメリカのアス

ベスト事情に関する話などをうかがうとともに、 7月

古、ら始まった世界貿易センター労働者・ボランテfア

俣学的スクリーニング・フ1コグラムのオフィスを案内

してモらい、また、労働・環崎医学センターのステファ
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ン・レービン博寸てから様々な話を聞く機会

など併記ことがマきました。 [1・2月t持参照]

12. 1 0月の集中キャンペーン

在H米軍基地労働者のじん肺裁判とし

て相Jの判決となる横須賀基地石綿じん肺

訴訟第一陣に対する横浜地裁横須賀支

部の半I j決は、当初7月8tJに予定されてい

ましたが、 J主征期されて10月7 F 1に期円

が指'疋されました。原作と支媛の人々の勝

訴判決への碓信に勇気づけられながら、

全国連では、この判決前後を再度アスベ

ス卜祭 ICに向けた世論喚起のキャンペーンの機会

にしたいと考えました。

5月2 0 F1の厚生労働省交渉の場でぶつけられた

被災者・遺族の方々の訴は胸を打つものばかりで

したが、こ¢録音テープを起こして編集し、当事者の

皆さんに内零及び氏名等を公表してよいかの確認、

可能であれば写真等の提供をお願いして、全l:li l速
のホームページに「被下害者の声」のコーナーを同設

しました(http://hornepage2.nifty .com/ban ian/
html/hi巳aisha.htrn) 。

1 0月7tJの横浜地裁横須賀支百「の判決は、艦船

修理等に従事して有綿じん11市等に躍曹、した17人(死

亡原件3人(中皮脂、肺がん、管理4じん肺)の遺族

8人を合む)に対して、総額 2{!息3,1 0 0万円の支払い

を国に命じました。時効による差別を排し、問接雇用

方式の宅とでの|玉|の安全対策推進義務を認め、補

償水準でも最高レベルなど、画期的な内容のもの

でした [2002年 11月片 53 頁参照]。さらに、時効の

法解釈に関する論点を除きにの部分のみ控訴)、

国・防衛施設庁が判決を受け入れたということも回

期的で、マスコミ等により全国的に大々的に取り上

げられました。

判決に続く 10月8- 9t Jの両H、横須賀のじん肺・

アスベスト被災者数済基金及び全国労働安全衛生

センター連絡会議加盟の全1:li 118団体カLフリーダイ

ヤルを設関して、「なくせじん肺!アスベスト被害ホッ

トライン」を閣設しました。判決をめぐる全国的報道

の影響が大だ、ったと思いますれ昨年まて切同様の

ホットラインの最高 21Of1'をはるかに|一|門|る33 0 flも
の相談が寄せ巳れました [2002年 12月片2頁参照] 。

中皮JJ > I iをはじめアスベスト関連疾忠を疑オコれる相

談も多く、これまで相談のなかった地域で中皮腫の

相談が増えたことも11日苫な特徴のひとつでした。

この前後に、前記「アスベスト被害者の声」のコー

ナーを読んで、「自分たちの経験と全く|司じ」あるい

は「恐ろしさを知った」等と員われて、被災者本人や

その家族から連絡をいただ、くケーヌが増えました。ま

だまだ多く江被災者や家族が、少ない情報のなかで

孤立させられている実態を痛感します。

1t海道1-'1のホテルでアスベストの吹き付けられた

機械窒・ボイラー窒で働いていた夫を:IlH'1胸膜中

皮腫で亡くし、主治医の協力のもと自力で労災認定

をとられた一目天恵子さんが、「主人はなぜ死なな

ければならなかったのか」という 心でインターネッ

トで調べて全国連のホームページにたどり着かれ

たなどというのもその典型J例です [2002年 10月号

55 TI参照]。一宮さんが寄せていただいた手記も

「被告者の声」コーナーに紹介させていただいてい

ますが、今後も手記等を』いていただける方々に

はお願いをして迫 )JUしていきたいと考えてLミます二

13. 厚労相政務秘書官との面談

厚生労働省が「石綿及び同含イJ製品の代替化等

12 安全センタ情報2Cコ3年3月号
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の調査」を実施中と伝えられながら、その進行状況

や今後の目途が 向に示されないなかで、全国連

は、考えられる限りのルートを通じての働きかけに

努めてきました。

そのなかで、日端正広衆議院議員(公明党)の斡

旋で坂U力厚生労働大Uの政務秘』'肖・小柴|専

正氏とアスベスト被害遺族との由談が11月18 tJに

実現しました。アスベス同皮告の遺』主として、大阪か

ら了守川和子さんと、横須賀から造船所での裕按の

仕事で断熱材として使川されていたアスベストに曝

露して悪性胸映1' '皮腫でJ::を亡くした米山よしえさん

にお越しいただき、事務局・淫常委Hかう了守谷、 1 ' ,
l収、大内、凶と、 6名で3 0分ほど由談をしました。

坂口大臣の決断に感謝すξとともに、全面禁止

の早期実現にさらに一段の努力をお願いしたいと

必望しました。古川さん、米 111さんからはアスベスト

疾患の恐ろしさと遺族としての話望を話していただき、

また、検討中のものとお断りしたうえで、「厚生労働

省関連の健康対策に閃する民望(案)Jも渡しました。

14. I石綿代替化等検討委員会」設置

前述6とお1厚生労働省の「石綿及び同含イj製

11 fの代替化みの調査結果1 7 :概要」は12月12日に公

表されましたが、これはr{J綿の代替化等検討委員

会の設置」と合わせて発表された毛のです［1・2月月

80員参照］。石綿初代替化等検討委H会は、「調査

結果をも踏まえ専門技術的観点かう代替化の凶難

な石綿製品の範囲を絞り込み、今後の非石綿製品

への代替可能性等を明らかにすることをい的とす

る」、とされています。

厚生労働省内部では判断しきれなかったために

この検討委民会でーかう検討し直すというととであ

れば火事ですが、大日発言にもあった「国民の安全、

牡会経済にとって有綿製品正使用がやむを得ない

宅のを|徐き」という点についてもL門技術的立場から

の畏づけを得たいという、言わば最後の詰めの作

業を依頼したものと見られます。

しかし、「調査結果に概要」の方では、企業や団体

等の Inl答がそのまま示されてい00 )みで、厚や労働

省白身の判断が示されているわけではないので、

注意深く監視してl l く必叫があります。

上記調査に対する回答だけを見れば、建材につ

いても「石綿17:使用が必要」と答えてIIる企業カLま

だ1 0 7社中4 3社もまるのです。非建材では、ンヨイ

ントシートが2併十'1 ' 2社、乙～)～材が69才十'1 '12社が 

「石綿の使用が必要」と答えており、建材が全而祭

止されるかどうかということと、 定の範阿(JJI途)の
ジョイントシートゃシ～)レ村の取り扱いが焦点にな

ろうかと思われます。

|司検討委員会は12月16t Jに第ll nl会合を持って

いますが、「個別企業の技術的情報を取り扱うため」

非公開、「朝日待占は公表予定」とされています。

15.管理濃度2→O.15f/cm3へ

7月の悶係3省交渉に関連して、「全般的に、坂円

大臣発昌がきっかけとなって、労働安全衛生法令

以外も含めた行政各分野におけるアスベスト対策

に新たな動きが出てくる可能 '1" 1が不11主される」と書き

ましたが、これは厚生労働省内部、なかでも労働行

政分野にもこ5てはまるととで、全|玉|連の、祭l上は長

初のステyフ。であってくD健康被下害対東と②既存アス

ベスト対策を2本柱とした抜本的対策¢確立が必要

という主張とも関連した動きがすでに始まっています。

アスベス↑の使川等禁止の問題を所管しているの

は労働基準局安全衛生部化学物質調査課ですか、

同じ安全衛生部の労働省生課尉境改善室の所管

で、 3月から「管理濃度等検討会」の作業が闘始され

ています。 11月2 6 Rに開催された同検討会の第5回

会台において、二酸化枇泰、ベンゼンとともに石綿

が取り .1げられました(http://www.mhlw.go.;pl
shingij2002/l 1js1126-2.htmll。

このときの会台ではまず、「発がん物質の管理濃

度に関する基本的考え方」が話題になっています。

事務)jが用意した「告理濃主設定の基本)j主1Jでは、

①日本虚業衛生学会が納汗している許容濃度、②

米国産業衛共住専門家会議( A C G I H )が提言してい

るばく露限界、のいずれかゾjの怖を原川とすると

されているのですが、①の崖緯Iの方は、発がん物

質については「許谷濃度」ではなく、 10. 1及び10-4の

リスケレベルの「生涯過剰J死亡リスクの評価値」であ

安全センタ情報2 0 0 3年3月号 13
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|特集〆アスベスト幾~への軌跡却rn年 E

り、そもそも(むと②を悦べて比較することはできない
ということもあるわけですが、 10~3 の過剰l リスクレベ

ルという考え方を取り入れると、 1,Cω 人に1人までの

犠牲はいし切かという議論が出てくるーそれは避け

たい、という考えが座長以下、大 ) jの委員、事務 )j

に共通してあると青ってよいでしょう。

現実の議論では、事務方が持っていた、実際の

Il!坊の作業環境測定結栄で、管理濃度をこの数
値に|、げたとしたら、管問区分l、2、3とされる事

業場が各々何%になるというデータにれは配布
資料には含まれておらず、口頭で紹介されたのみ)

にかなり議論が左右されていました。石綿につい

ては、現行の 2f では実態はほとんど 100%が第1

管理区分ですが、 0.151に下げたとすると、 1-56
%、 2 約 3 0 % 、3 - 1 4 %というデータが紹介され、

測定技術の由からも、捕集空気量を現在の1リッ

トルから 51)ッ卜)レにすれば可能、 5リ、ソトル引ける

ポン 71土あるとの委以のコメン卜があると、「それな

ら0.15f/crぜでよいのではないか」とすんなりと合意

に達しています。
ただし、その前段で刑された、現行の法定作業域

境担u定は(尾内の)定常作業を前提としている、(建
築物等の)解体作業は義務づけられていない、(使

用は主主I上され解体は対象外となれば)管瑚濃度を

決めても使われないのではないか、 PCBをみても

使用禁止されて均沿いまやっと処分がはじまるとい
うととろ、解体については測定法等も含めて別途

考える必l立があるのではないか、等々の議論につ

いては整J' Eされていません。また、 0.15f/cm3とLゅ
のは、崖衛のクリソタイルのみのときの 1O~3 リスクレ

ベルの評伺値と|司じ数字なのですが、現行法令の

字義上は「クリソタイ JLのみ」ではなく「ケ口シドライト、
アモサイト以外の石綿」が対象となる三とや、ケロシ

ドライト、アモサイトの使JIJ等を禁止した改正安衛法

施行令の施行R(1995年4月l円)前に製造等され

ものに対する作業保境測定の規定の適用につい

ては「なお従前江列によるJ(クロンドライHまO.Wcrぜ、

アモサイNま21;'口n - ' )とされていることとの関係などは
まったく議論されていません。

すべてのアスベストに対する管理濃度を圃際椋
準になりつつある 0.lf/cm3以下に下げるというのが

全国連の以前からの叫望であり、検討会の結論は

年度内にもまとめられると考えられますが、注目し
ていく必要があります。

16 労災認定基準の見直し

一方、厚中労働省の労働基準局労災補償部(補

償課職業病認定対策室職業病認定業務第二係)
が、祈たに「石綿ばく蕗労働者に発生した疾病の

認定基準に関する検討会」を参集しました。 10月
29 円に第l回会合がfTわれましたが、当円配布の

資料や議事録はすでに厚労省ホームページで入
手できます(http://www .mh lw . go. ip/ shingi/
2002/1 0/s1 029-6.html) 。
現行の労災認定県準 (Hg日平53年10月23日付け県

発第584号)は1978年策定の主のですが、 iaA!'定以
件を定めていなかった心映 '1'皮腫について、ノ>般、

初めて業務上として認定したととろであり、ー心膜中

皮腫を含めた認定政f'Iを台めて認定基準に不す必

要がま>る。さらに、認定基準に認定要件が示されて
いない他の疾病に係る労災請求も散見される」乙と

が今 Inlの検討会開催の理山として挙げられていま

す。 r;.k (2003)年6月を目途に今定の結論を得る」と

なっていますが、それ以前でも前倒しが可能なら認

定基準に反映させていくとも表明されてLます。

配布資料に事務 )jが作成した「必要と思われる
検討事項」が記載されていますが、第l回会台の
まとめとしては、(走中皮腫については心膜中皮腫

を認定基準に明記するかの文献、検討、③びまん

性胸膜肥)早(による呼吸機能障害)を加えるかの
検討、@胸膜ブラーケ(肥厚矧)を疾病ではない
が曝露の証拠と位置づけた上でその cr診断等の

検討(とれは中皮脂等の診断法治ともからむ)、④

む綿ばく露作業の例不の見直し、⑤とくに｛J綿肺

所見がある '1'皮腫の場合の従事年数要件 (5年以
上)を外すととの検討、等を課題としていくことが修

E忘されたと思います。

全国連としては、この動きに合わせ 12月3円に、
rr石綿ばく蕗労働者に発生した疾病の認定民権』
見直しに係る'～訪」を提出しました [2002年 12 月

月 55 頁参照]。第2回会合は 12月2 5 Rに開催さ

14 安全センタ情報2Cコ3年3月号



れましたが、「伺別府例を11 1 (り扱うため非公閣」で 行われています。 ［以下、省略］

石綿対策全国連絡会議の2002年度活動方針

1アスベスト早期全面禁止の実現

円本政府 厚生労働省のこの聞の動きは「活
動部幹」で述べたとおりですが、「石綿の代替化等

検討委員会」の作業は 2 0 0 3年2月中にもまとめら
れ、それほど遅くない時期に報白書の公表とともに

「石綿の使用等原則祭I上」の具体的な実施の方針
が不されるのではないかと予想しています。実施ま
でにはさらに、貿易を制限する措置ともなるので

W T O (世界貿易機関)への通報 (3か月必要とのご

と)等や、労働政策審議会等での干評議、国内のパ

ブリックコメント子続、施行にあたっての周知子続等

が必要になるものと思われます。
建材には対象・禁止|時期ともに一切の例外を

設けさせないこと、 Jド建材でも不要な例外を認め
ず、認める場台にも一定期間経過後には祭I上な

いし見直しをさせることなどを確保しつつ、可及的
速やかな禁止の実現をめざします。

Z 健康被害・既存アスベスト対策の確立

坂口大臣発昌に対する全国連の「声明」におい
ても表明したと宇刀、主主l上の実現は問題解決への応

初のステッブであって、①今後増加が下恕される健

hk被吉対策、③建築物等にすでに使用されてしまっ
ている既存アスベスト対策を2本柱とした総台的な対

策が確なされなければなりません。労働現場にお

ける管理濃度の引き下げや労災認定基準の改正

は、その重要な構成部分とはなるものの、決してす

べてではありません。

そうした対策の内存となるべき事項についての全
|玉|連としての提青を早急にまとめ、むろく)~J知をい(1る

とともに、政府にその実現を迫っていきます。

3 被災者・家族、市民等の取組みの支援

参加凶体の協))を得ながら、取悦Hんでいきます。

とくに、増加を示している '1'皮腫の被災者・家族の

自立白助・相互段目! ! J o :体制および医威的、経済的、

精神的サポート体制のあり方を検討していきます。

被災者・家族の生の声を対行政交渉等に反映させ
るよう努力するとともに、その全|玉|的な災流・ネ、ソ卜

ワーケの形成を促進します。被災者・家族の写真展
の開催により、広く世論の喚起も促す予定です。

4 アジア・世界での禁止実現に向けた努力

目界規模でのアスベスト禁止の早期実現、とり
わけアジアにおけるアスベスト祭l上、被災者の権

利のための運動を前進させるために努))します。
2 0 m存9月にブラジル・オザスコで閣かれた初Jの

↑世界アスベスト会議に全同連から41 ' ,の代表を派
遣させたことが、その後のH本における運動の前

進の起爆剤になったことは疑いようがありません。
いま第2回世界アスベスト会議を日本で開催でき

ないかとの提案が全国連になされており、早急、に
実現の可能性を見極め、可能となれば上述した課

題実現に向けた世論喚起や政j付への!土力の一段

として、また、アジア・世界規模での禁止の実現に

向けた勿力のR体化の 環として、全力で取り組み
ます。

5. 関係業界・団体等への働きかけ

上述した諸課題の実現ともか手めて、関係業界・

凶体等への働きかけを積極的に行っていきます。

6. 組織の拡大・強化

{J綿対策全国連絡会議の会員の拡大を図ってい

きます。

7. 会費等について

会費は従l<どおり、同体会員の '1'央単産等が年
間 10∞サ0円、そ0:也団体会以が年間5,000円、個人
会員は年 I~J2,OOO円とします。会費には、「ア町内

スベスト対策情報J1音Eの代金を含みます。 臥よ』
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労災認定件数は認定された年度(死亡件数は暦年)で計上されているので厳密には「認定率」ではない。

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001
中皮腫による死亡件数 500 576 597 570 647 710 772
中皮腫の労災認定件数 13 12 10 19 25 34 33
中皮腫の「認定率」 2.60% 2.08% 1.68% 3.33% 3.86% 4.79% 4.27%
石綿肺がん死亡件数推測(中皮腫×2倍) 1,000 1,152 1,194 1,140 1,294 1,420 1,544
石綿肺がんの労災認定件数 10 15 12 23 17 17 21
石綿肺がんの「認定率」 1.00% 1.30% 1.01% 2.02% 1.31% 1.20% 1.36%
石綿による死亡件数推測(中皮腫＋肺がん) 1,500 1,728 1,791 1,710 1,941 2,130 2,316
石綿による労災認定件数(中皮腫＋肺がん) 23 27 22 42 42 51 54
石綿による「認定率」(中皮腫＋肺がん) 1.53% 1.56% 1.23% 2.46% 2.16% 2.39% 2.33%

日本における中皮腫による死亡者数(人口動態統計による)

「参考※」は、「胸膜の悪性新生物(除中皮腫)」

年 性別 合計 胸膜中皮腫 腹膜中皮腫 心膜中皮腫 その他部位 部位不明 参考※

男性 356 201 35 3 7 110 12
1995 女性 144 74 16 3 4 47 3

合計 500 275 51 6 11 157 15
男性 420 283 23 5 12 97 25

1996 女性 156 75 22 3 1 55 5
合計 576 358 45 8 13 152 30
男性 451 281 31 3 9 127 23

1997 女性 146 74 17 2 3 50 6
合計 597 355 48 5 12 177 29
男性 429 283 39 2 7 98 30

1998 女性 141 78 23 1 4 35 2
合計 570 361 62 3 11 133 32
男性 489 319 27 4 20 119 16

1999 女性 158 85 21 1 5 46 10
合計 647 404 48 5 25 165 26
男性 537 367 30 3 11 126 21

2000 女性 173 89 24 1 4 55 6
合計 710 456 54 4 15 181 27
男性 574 414 35 5 10 110 22

2001 女性 198 116 26 1 6 49 14
合計 772 530 61 6 16 159 36



中皮腫による死亡件数と労災認定件数の比較(都道府県別)

※死亡件数は人口動態統計により、労災認定件数は厚生労働省資料により、全国労働安全衛生センター連絡会議が作成。

中皮腫による死亡件数
石綿にさらされる業務による労災認定件数

中皮腫 肺がん

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 1999 2000 2001 1999 2000 2001
北海道23 26 26 34 26 31 38 1 2
青 森 4 5 5 4 2 2 4
岩 手 1 3 5 0 3 5 4 1
宮 城 3 8 9 4 6 14 10
秋 田 5 6 9 4 1 7 6
山 形 2 2 2 2 3 3 2
福 島 6 9 11 7 10 13 10
茨 城 14 9 10 10 4 10 14 1
栃 木 2 4 9 10 7 9 10 1
群 馬 3 3 10 3 5 12 9
埼 玉 27 24 21 23 33 39 41 2 1
千 葉 17 19 16 14 14 19 17 3
東 京 37 56 48 44 45 57 60 2 3 1 1 2
神奈川38 61 55 39 53 42 51 4 9 5 5 3 2
新 潟 15 5 5 9 6 12 17
富 山 4 11 9 6 14 12 7
石 川 4 4 5 5 9 11 7
福 井 3 1 2 4 3 2 2
山 梨 2 2 1 2 3 6 5 1
長 野 4 9 7 9 6 4 11 1 1 1
岐 阜 4 9 5 3 11 9 8 1 1 1
静 岡 17 17 12 12 16 22 20 2 1
愛 知 19 23 21 23 18 35 31 1 1 1 1
三 重 3 5 3 5 7 8 5
滋 賀 4 8 5 8 10 9 8
京 都 7 12 14 14 14 17 11 1
大 阪 48 51 63 58 67 69 87 2 4 1 4 4
兵 庫 37 46 52 55 61 70 70 6 7 9 1 3 4
奈 良 8 6 9 16 7 11 14 1 2
和歌山7 1 7 5 9 4 8
鳥 取 3 3 3 5 4 0 2
島 根 1 1 3 2 2 4 3
岡 山 10 20 14 17 8 10 19 3 1 3 1 4 2
広 島 16 22 25 29 28 22 32 2 2
山 口 17 11 9 8 11 11 14 1 1
徳 島 4 4 5 2 3 1 4
香 川 4 5 9 4 4 7 9 2 2 3
愛 媛 7 9 4 7 8 6 15
高 知 2 2 4 2 4 4 3
福 岡 22 14 29 20 33 35 33 1 1 1 1 2
佐 賀 4 4 4 5 9 7 6
長 崎 12 8 13 12 15 9 8 1 1
熊 本 6 8 8 4 10 5 8
大 分 6 6 3 4 9 4 8 1
宮 崎 4 2 2 6 8 7 7
鹿児島 5 7 3 8 15 7 8
沖 縄 8 5 3 3 3 6 6
合 計 500 576 597 570 647 710 772 25 35 33 17 17 21



都道府県別・石綿にさらされる業務による職業がんの労災補償状況

-75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01
昭和 平成 合計

-50 51525354555657585960616263元2345678910111213
1 1 1 2 5

1

茨 城 1 1 111 18

埼 玉 111 1222 1112 18
千 葉 1 2 1 4 8

1 121111332224422133342
1332452433241187912790

2 2

1
1 1 2 1 6

1 1111221 12

1 11 1 1
11

1 1
1

41 21 112 4221 224 681 44
2411254521632117101379

1 1 1 1 11 111121 3 16

1 12 3 455 21
広 島 1 14422 3 2 3 23

1 1 1 4
11

香 川

121

福 岡 1 111 12 213 17
佐 賀

長 崎11211 31111

11 114

合 計 5127471114101019161724212123272242425254451

※情報公開法で開示された厚生労働省資料により全国労働安全衛生センター連絡会議が作成。
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労働基準監督署別・石綿にさらされる業務による職業がんの労災補償状況く平成11・12・13年度)

局/署別

平成11年度 平成12年度 平成13年度

請求

計

肺がん 中皮腫 合 計
請求

計

肺がん 中皮腫 合 計
請求

計

肺がん 中皮腫 合 計

支給
不支

給
支給

不支

給
支給

不支

給
支給

不支

給
支給

不支

給
支給

不支

給
支給

不支

給
支給

不支

給
支給

不支

給

北海道 1 1 1 2 2 2
札幌中央 1 1
札幌東 1 1
室 蘭 1 1

岩 手 1 1 1
釜 石 1 1

栃 木 1 1
宇都宮 1 1

茨 城 1 1 1
下 館 1 1
埼 玉2 2 3 1 1 3 4

大 宮 1 1
熊 谷 1 1
春日部 1 1
所 沢 1 1
秩 父 2 2
東 京1 1 2 1 3 1 4 3 3 1 2 2 1 3 2

中 央 1 1 1 1
三 田 1 1 1 1

向 島1 1 1 1
池 袋 1 1
上 野 1 1
品 川 1 1
新 宿 1 1
足 立 1 1
亀 戸 1 1
神奈川14 5 1 4 9 1 6 3 9 1 12 1 11 2 1 5 7 1
横浜南 1 1 1 1 2
鶴 見 1 1 1 1
横須賀4 1 1 5 1 2 8 10 1 4 4 1
横浜北 1 1
藤 沢 1 1 1 1
厚 木 1 1 1 1
川崎南 1 1
長 野2 1 1 2 1 1 1
長 野1 1 2 1 1

福 井 1 1 1
福 井 1 1
岐 阜2 1 1 2 1 1 1 1 1
岐 阜1 1 2 1 1 1 1

静 岡 2 2 1 1 1
清 水 2 2
磐 田 1 1
愛 知1 1 1 1 1 1 1 1 2
名古屋西 1 1 1 1 2
名古屋南

津 島 1 1
京 都 1 1 1

舞 鶴 1 1



※請求、支給、不支給件数は、当該年度に行われたものなので、請求件数は支給、不支給件数の和に一致しない。

※厚生労働省より情報提供された資料により全国労働安全衛生センター連絡会議が作成。

局/署別

平成11年度 平成12年度 平成13年度

請求

計

肺がん 中皮腫 合 計
請求

計

肺がん 中皮腫 合 計
請求

計

肺がん 中皮腫 合 計

支給
不支

給
支給

不支

給
支給

不支

給
支給

不支

給
支給

不支

給
支給

不支

給
支給

不支

給
支給

不支

給
支給

不支

給

大 阪7 4 2 6 6 4 4 8 2 1 1 1 1
大阪中央 1 1
淀 川 1 1 1 1
東大阪1 1 1 1
北大阪 1 1
岸和田3 3 1 1
大阪南 1 1
天 満 2 2 1 1
大阪西 1 1
堺1 1

兵 庫8 1 6 7 7 3 7 10 14 4 9 13
尼 崎1 4 5 3 3 6 3 4 7

姫 路 2 2
神戸東 2 2 1 1 2
神戸西 2 2 4 4

奈 良 3 2 1 3
葛 城 2 1 3
岡 山4 1 3 4 5 4 1 5 7 2 3 5

岡 山 1 1
倉 敷 3 3 1 1
玉 野 1 1 3 1 4 1 3 4
広 島1 6 2 1 2 1 1 2 1 3 1
広島中央 1 1 1 1 1 1 2
呉1 1

尾 道 1 1
広島北 1 1

山 口 1 1 1
徳 山 1 1
香 川 3 2 2 3 3 2 5

高 松 2 2 2 2 4
坂 出 2 2 1 1
福 岡2 1 1 2 1 1 1 3 2 1 3
福岡中央 1 1 2
門 司 1 1

北九州西 1 1
北九州東 1 1 1 1
長 崎 1 1 1 3 1 1

長 崎 1 1 1 1
大 分 1 1 1

大 分 1 1
合 計 44 17 1 25 1 42 2 47 17 35 2 52 2 53 21 3 33 3 54 6



「減少Jと「増加Jの二極分化 アジアにおける石締使用 
アジア•アスベストシンポジウム

古谷杉郎
全国安全センター事務局長

アジアで初めての試み
2002年9月26-27日、北九州市の産業医科大学 

(UOEH)において開催された、「アジア•アスベスト, 
ンノ习、ンウム(Asbestos Symposium for Asian 
Countries)の報告書が.Journal of UOEHの増 
刊として刊行された。内容は次頁掲載のとおり。1 
冊2,500円で入手できる(申込みは同大学産業生 
態科学研究所(IIES)環境疫学研究室、http:// 
envepi.med.uoeh-u. ac.jp/Proce.htm) 〇

このシンポジウムは、UOEHとフィンランド労働 
衛生研究所(FIOH)の共催、国際労働機関(ILO) 
及び世界保険機関(WHO)西太平洋地域事務所 
の後援で、第22回UOEH•第5回IIES国際シンポ 
ジウムとして開催された。FIOHは、1997年12月に 
ハンガリー•ブダペストで、中東欧アスベスト•シンポ 
ジウムを開催しており、UOEHとFIOH間の交流プ 
ログラムのなかで、これをモデルにしたアジア•シン 
ポジウムが準備されたものである。

5本の基調報告とインドネシア、日本、韓国、フィ 
リピン、中国、マレーシア、タイ、シンガポール、ヴェ 

トナムに、インターネットと国際電話を使ったネット 
参加による台湾を加えて10か国の国別報告、2本 
の特別報告に、アジアB-X-rayリーダー •プロジェク 
卜の提案など、盛り沢山の内容だった。国別報告の 
行われた9か国とフィンランド、スウェーデン、オー 
ストラリアの11か国から約70名が参加した。

シンポジウムの主要な目的は、アジア各国にお 
ける、曝露状況と健康影響を中心としたアスベスト問 
題に関する情報を、情報の存在の有無や情報の質 
等を含めて確認することにあった。アジア諸国につ 
いては、このような情報が整理されたことはかつて 
なく、まさに初めての試みであったが、この目的は十 
分に達せられたと思われる。今後の調査研究が必 
要な課題を確認するうえで、また、様々な分野の関 
係者の今後の取り組みにとっても、きわめて貴重な 
素材を提供するものとなった。

アジアが攻防の焦点に
世界のアスベスト生産量は、1975年に年間500 

万トンを超えてピークに達した後、減少しきていると 
言われる。25頁の図の「世界生産量」は、米国地質

安全センター情報2003年3月号21
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アジア・アスベスト・シンポジウム報告書目次

.基調報告

Antti Karialainc Jl (FIOH)

「アスベスト関連疾患の疫学的・臨床的恒u圃」
Jorma Raηtanen (FJOH)

「社会におけるアスベスト問題の分布」
Anders E n只lund (スウ工ーデン労働環境庁)
「 産業部門におけるアスベスト・ハザ ズ及びその
解決策 建設業における事例」
森永謙二(大 ～il丙白成人病センター)、 G山mer 

Hillerdal (スウェーデン・カロリンスカ病院)
「アスベスト閣辿疾缶、の子防、アグゆーニングJ立ぴサー
ヴヱイランス」
Aηtti Tos出a、'all1eη(FJOH)

「アスベスト・ハザーズの子防における足近の 1"1際的
取り組み」

.国別報告

シンガポール
Hock Siao又Lee'HullPin立Oei(シンガポール人
材問先省) 、 Kee 拍叩Chia(シンガポール国立大学)
韓国

D o m v u n只Paek(ソウル国イf大T保健大'n'e) 、Jun只
Keun Choi (幹国産業安主衛止公同)
申園
Y i p旧日Feng'Jiao Liu' G uO ¥vei Pan (遼寧台疾病
特理予防センターに Tianhu Z h a n只(Shenyan旦アス
ベスト・マテリアル・プラント)
日本
高柄謙(産業医科大学環境疫学教室)、古谷杉郎(全
|川安全センター)、村山武彦(早稲田大学)、名取雄
司(ひらの亀戸ひまわり治療所)、車谷典男(奈良県
立医科大学)
ヴェトナム
Le TranN只oao・吉村建清 O辛業医科大γ'臨H~疫d予

研究室)、 Tran Thi N g o cしm (ヴエトナム保健省予
防院学部) 、 LcManh Kicm'Non只Van DOJ l.g (ベト 
ナム建設省労働衛牛センター)、 L e T h e Thu (ベト
ナム国立位r i学公衆衛生研究所)、松田晋 iili (産業
院科大学子防1*学公衆衛生側究室)
フィリピン
Maria Beatriz GV illanueva 'Nelia GG ranadillos

MaT crcsita S. Cucucco・Du1ccP . Estrclla-Gust
(7 iリヒ。ン労働安全衛牛センター)

マレシア
Krishna Gupal Rampal (Kaban部 aanλ 学校学部) 、
Gerardo Lim Chin Chve (ケアラルンブール病~~'O 

宇イ

Sasitorn Tapta山肌)rn'Somkiat Siriruttanapruk (タ

イ公衆衛牛也衛牛局労働衛牛部)

インドネシア

Paul F. MatulcssvODKI イシドネシア労働衛生協
会)、 Tjandra Y. Aditama(pulmoIlolo凹 iHospi臼1, 

RS-Persahabaatan)、Slamet Ichsan 'Zulmiar Y日nn
(HYPERKES)、RitaKatharinaCOcpartmcnt of
Man PO¥ver,R .L)
台湾

Ho-Yuan Chan只(1ト1立Chc叩 KungA学環境・労
働樟J牛研究pJi)、 Jun又 DerWang'Y i- Chan只Lin(国 
立台湾大学環境労悼肝省生研究所・園立台湾大学病

院)、 Chun-Wan Chen'Wen-Yu Yeh'Tun只 Shen只 

S h i h (労働問題評議会労働安全衛牛研究所)、 Ju叫 

P i n Y u (産業段術調企研究所安全衛止技術部環境
センター)

.特別報告

WGCDRB rett Wood (オ ストラリア国防軍主軍
地卜安全町長)、 M A J G a r v Skcwcs (オーストラリ 
ア国防軍防衛安全管理局安全情報管理ユニット昌'[
部長)、 MAT(Dr) Gregory Chan (ンンガポール園
'~t防医学部長)

「戦災地の環境におけるアスベスト管理 東チモ-
Yレ1999-2001 J
東敏昭-Fj村宏治(産業~科大学労働システム衛生

教主)
「刊本におけるアスベスト関連法令」

-比較表
高橋謙(産業医科大学環境疫学教室)、 Antti
Karjalaincn (FIOH)

「アジアにおけるアスベスト関連同題の圏際比較」

・全般的結論
Jorma Rantancn (FIOH)

・参加者名簿 四
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アジアアスベストシンポジウムの報告書
E産5業版医、科12大D頁学、産頒業価生2態5科00円学研究所

環境疫学研究室

世界のアスベスト生産量 (1995ー1999年) 小ン)

Canadian Minerals Yearbook (Nalural Resource仁anada)

国 1995年 1996年 1997年 1998午 1999 年
ロシア(CIS) 1刷, JOヲ000 8C川,似JO 685刷ヲJO 630ヲ000 683ヲoα)

中国 ユ50肌, 10 ユ50,000 250,α10 440,0山) 4以上00リ

カナダ 510,800 520,500 447刷,JO 320,000 345サ000
ブラジル 180印10 180,000 208印,10 198,0印］ 2以1,0日日
三えンパフエ 145印, JO 165刈JO 142刷, JO 130,000 137サ400
カザフスタン 10ヲ日O印〕 105ヲ日日日
ギリシャ 5 0 ,00U 出入りOU 7U ,00U 35 ,(山) 50刈］白
インド 25ヲ口口 7 25ヲO仁O 2 5ヲO印) 2 5ヲ仁印) 25川口
スワジランド 3 U,00U 3U ,U仁J 2 7 ,U仁J 25 ,(肌) 20,OUO

南アフリカ 1C川,印JO 明J,O印) 5 0,0印) 2 5ヲ(肌) 18刷, JO

コロンビア 5,00U 5,UOU 4,50U 4,500 ,日OUO

アメリ力 9,0印) 95印) 7,0印) 6,000 7守主JO
}V~マニア 3、O。日
ユーコスラビア 1,0印)
その他 5ヲ000 4.5印) 4.5印) 4ヲ50口

合, i十 2,303 ,8UO 2,14U.000 1,92U ,OOO 1,943 ,000 2,肌J3, 10口

合, i十 2,180,0 0 0 2,100,0印)工150,0印J 1,8 2 0サO肌) 1,770 ,000

US Millerals Y削工book 2001 (US Geological Survev)

調査部のデータ (http://mincra1s.usgs耳o v / m i n c

rals/pubs/olO l-006/asbestos.xls)に基づいた毛の
である。本頁上には、カナダ天然資源省の「カナ

ダ鉱物年初J(http://www.nrcan 巳c.ca/mms/

ef a b / mmsd / nonme ta l s/ as be s t0 s . ht m)による

1 9 9 5 - 1 9 9 9年の目界生産量及び回jJJl内訳を示し

た(米同地質調査部の「鉱物年報J(http://minc

rals.e r.us即日ov/minerals/pubs/commodi ty /

asbestos/の数字と微妙に食い遣さ部分もあり、また、
中l:li lの数字はどちらのモのも、アジア・シンポジウム

で明らかにされた数字よりも下|門|っている) 。

これらをみて私アスベストの凹界生産量が近年、
修実にi戚少し続けているとは胃えない状況にある

ことがわかる。
米国地質調全部の「鉱物年半日」による位界生産

屋では、 1999年 17 7万ト:の後、 2000年 207万トン、

2001 年 205 万トンと抑移し、 2001 年版は、ロシアで

は2 0 0 0年に、ト、ソプのウラルアスベスト社が生産を
1 1 %増加させ、セ、トガわjンスキ・アスベスト採銅・方O_ l

連合も2 8 %アップしたと紹介。「アスベストの使 JIJを
禁止する努力はE界的に継続する )j、クザノタイ

jいアスベストの生監者と消費斉はとれらの傾向に

対j克しようとしている」と記している。

2 α 1 2年6月3-7円にロシア・エカテリンブルグで開

催された、「アスベスト及びその他の繊維状鉱物の

や産と使川における安全街中に悶する圃際会議」

は、「海外にヰ卦ナるアスベスト比対の活発化を考慮」
して、ロシア石綿協会が先等し、多額の資金も負相
したことが、 |司月10-11 tIにロンドンで閣かれたA I A

定時総会への同協会の文書では月らカヰさなっているo

その報告文占は、「ロシア政附は、アスベスト反対キャ

ンベーンに対抗する{J綿協会の取り組みを支持し
ている」とも記している。 後にみるように、アジア諸国

におけるアスベスト使用呈の増加分を補給している

のは、まさにロシアである。
A I Aロンドン総会に提出されたインド均時の報仏

によると、「全|玉|紙に不利な記事が大量に掲載され

続け」 、カル力、ソタ高等裁判所や全国i ' I権委員会に

アスベスト製品の使用禁止を求める嘆願書が山さ
れているという。 2 0 0 2年4月には、インド・アスベスト

禁止ネットワーク(BA NI)が設有されたことに対抗
して、アスベスト情報センター (AIC)とクリソタイル・

安全センタ情報2003年3月号 23
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1994年世界消費上位 17か国

国 消費量(トン)

CIS (独立1"1家共同体) 700,0∞
中国 220,00U

日本 195,000

ブラジル 190.0口口
タイ 164,000

インド 123ラ0口口
韓国 日5,UU白

イラン 65刈］日
フランス 44,OUU

インドネシア 43,刷JO

メキンコ 38,OUU

コロンビア 30,刷JO

スペイン 29.印1日
アメリカ 29 ,刷JO

卜yレコ 25川口
マレーシア 21,肌］白

南アフリカ 20.川口

Asbcstos lnstitutc

アスベスト・セメント製品製造協会

( C A,印M A )が記者会比を行った

ことを報告しているにのととは「全

国紙では報道されなかったJ) 。
いまCACPMAは、 ; kたる3月

5 - 6日にインド・ニューデリーにお

いて、「ケリソタイル・アスベスト・

セメン卜製品 健成・環境に対す

世界のアスベスト消費量 (1996年)

園 消費量(トン) I留山口lta

口シア 5α)刈 JO 3.4
中国 420,αJU 0.4
日本 195,000 1.5
7守ランA 1明〕、αJO 1.3
イラシ 164,000 3.0

インド 123刈JO 0.2

タイ 8 5 ,U肌) 1.9
峰国 65ヲ日印) 1.2
ウケライナ 60,UOO 1ユ
フランス 4 4 ,0印〕 0.8

インドネシア 43,UOO 0.3

メキシコ 3 8 ,0印) 0.4
コロンビア 30.000 0.9

カザフスタン 3 0 ,0印) 1.8
スペイン 29 ヲ日印) 7

トルコ 2,号U肌) 0.5

マレシア 25ヲ日印) 1.4
アメリカ 22,UOO 1

南アフリカ 2 0 ,0印〕 0. 5
凡ーマニア 12,UOO 0. 5
ブ)v1ρ Jア 10 ,0印) 1.2
イギリス 7、000 0.1

カナダ 6,0印) 0.2

その他 3川)ヲαJO l

ヘ口 川ヰ 2,443 ,刷JO 0.4
kg/capita(人口白万人当たり)

CTossavaincn,20 00)

世界のアスベスト消費量 (1999年)

地域 消費量(トン)

極東 770ρ00

口会ア・力サ勺スタン 470,U山)

南・巾央アメリカ 212,000

中東インド虫大陸 205 ,000

アフリカ 72,000

ヨー口ッノ' ¥ 6ヲ日O仁1
Jヒアメリカ 6 0 ,0仁j

合言| 1,8 4 9ヲ口町)

Asbcstos Institutc

スベスト制究所( AI )による統計が

円にするほとんど昨ーのものであ

るが、国別の数字は 1994年の上

位1 7か同が応新のもので、その

後は地域別のものしか刀くされて

おらず、 1 9 9 9年の数字が最新の

モので主る (http://www .chryso

tile.com/en/chryso/prodcons

htm#cons) 。アジア・シンポジウ

ムの長調和特で、 F10H所長の

ランタネン博寸てが、 1996年の数

千をパワーポイン卜で示してくれ

た由工rTossavainc,2 0 0 0 Jとされ

ている『みで元モとの出典はわか

らない。

る側而と経済的妥~性に関する科"t的レビュー」

をテーマにした圃際会議を同催すξと充表している

(http://www. acpma- ind ia.org) 。この会議の目的

等の説明のなかでは、「とくにとの分野(クリソタイJい

アスベスト・セメント製品)では、労働衛乍|の問題

は報白されていない」、と記載されている。

との期に』えんでもアスベスト皇室業は、白ら席史の

舛1-'1から降りようとはしていない。エカテリンブルグ

とニューテ守リーの国際会議に挟まれるようなかたち

になったととも、北九州のアジア・アスベスト・シンポ

ジウムの意義を象徴しているのかもしれない。

極東だけで4 2 %を使用

世界のアスベスト消費量については、カナダのア

上左の、 1994年の上位 17か|司の数字を見ると、

中圏、 H本、タイ、インド、韓国、インドネシア、マレー

シアのアシア7か国の合計はお l ) jトンで、米国「鉱

物年報」による 1994年の世界生差是251 万トンに 

対する比率では 33.9%0 1中の 1996年の数字で見

ると、同じアジア7か国の合計は9 5 . 6 ) )トンで、合計

244.3 万トンの 39.1%を占めている。

|右の 1 9 9 9年の地域別数字で見ξと、 「極東」の

77 )Jトンは台計 184.9 )jトンの41. 6%、r,I'東 ・イン

ド亜大陪」の2 0 . 5万トンは11. 1%を占めている。これ

らの数字によっても、アジアが、世界のアスベスト産
業にとっての主要ターゲ、ソ卜となりつつ～ることがう

かがええる。

表1は、アジア・シンポジウムで明らかになったア

ジア 1 0か国の「アスベスト採掘」の過去及び現在の
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アスベストの世界生産量とアジア各国の消費量の推移

アジア各国の年間消費量(トン) 世界生産量(万トン)

500 500，000 

ート日本

一← 韓国

---.-台湾
400，000 十

一←シンガポール ー
ー

十 400

一日ータイ

一←ヴ、エトナム

300，000 r ~ー中国 ~・ I ¥1， .....， ， ..... 1 -1 300 
×マレーシア

+インドネシア

一←世界生産
200，000 ↓ ~， 一卓 /、..-¥，.i 200 

100，000 100 

。
本

国
日

韓

O

1930 1935 1940 1945 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 

表1アスベストの採掘 表2 原料アスベストの使用

国 過去 現在 国 現在の使用量 最近の傾向

中国 はい はい 中国 0.4 (1996年) ↑増加

インドネシア 情報無 いいえ インドネシア 情報無 ↑増加

日本 いいえ 日 本 0.6(2001年) ↓減少

韓国 はい いいえ 韓国 0.5 (2001年) ↓減少

マレーシア いいえ いいえ マレーシア 0.9 (1994年) →プラトー

フィリピン いいえ いいえ フィリピン ミ0.1(2001年)* ↑増加

シンガポール いいえ いいえ シンガポール 0.0(2001年) ↓減少

タイ いいえ いいえ タイ 1.9 (2001年) ↑増加

ヴ、エトナム 小・利益無 小・利益無 ヴ、ェトナム 0.5 (2001年) ↑増加

台湾 東部に休鉱山 東部に休鉱山 台湾 0.2 (2001年) ↓減少

現在の使用量:kg/人口百万人(capita)/年

*: 14のアスベスト工場の使用量のみデータ有

状況をまとめたものである(表 1~表9は同シンポジ

ウム報告書に「アジアにおけるアスベスト関連問題

の比較表jとしてまとめられたものに、筆者が若干の

追加等を加えたものである)。

対象となったアジア10か国のうちでは、中国を唯

一のーしかし大きな例外として、他の9か国におい

ては、白圏内の採掘はほとんどなく、使用されるアス

ベストは他国から輸入されるものであることを示して

いる。 (10か国以外では、インドも圏内生産を行っ

ているが、輸入量の方が上回っている)。

中国では1996年時点で、 120のアスベスト鉱山が

あり、 23，400人の労働者が採掘に従事しているとい
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表3アスベスト使用が確認されている主要産業

禁止の方向(私信に基づく未確認情報) ［J 内は導入年

1 '1 産業部門、間用量全体に内める害)1台( % )

巾|川 建設
インドネシア 建設
日本 建設、 90%趨
韓国 建設、 82%
マレーシア 建設
フィリピン ブレーキ・クラ、ソチ 59%、インフォ マルな辿設部門に閣すξデ タ無
シンガポール + :には除去の問題、アスベストfT有建材は禁止されている
タイ ill設、 90%
ヴェトナム 建設、 95%起
台肖 建設(アスf ス卜・セメント) >摩擦村(ブLーキ)>断熱材>耐火煉瓦

表4繊維の種類別の禁止状況

国 ケ口ンドライト アモサイト ケ1)ソタイル

中国 l土l¥［1994,2001J いいえ いいえ
インドネシア 情半 J無 情半 J無 いいえ
H本 はい［1995J はLミ［1995J 間全なく?7T止
韓 1"1 はい［1997J はL、［1997J いいえ
マレ)シア はl¥［1 9白iJ いいえ いいえ
フィリピン はい［ワ］ はL、 ［つ］ いいえ
シンガポール はl¥［1989J はい［1989J ほとんどの製品で禁止
タイ はい［1992J いいえ いいえ申
ヴェトナム いいえ(使用無) いいえ(使用無) いいえ
t守浩 はl¥［ワ ］ はい［つ］ いいえ

うcl7江固有鉱111に

15,9［日人、 102の集

団所有鉱山に7ヲ435

ノ',)。中国のアスベス

ト生産量は、 1970、

1980年代にはおよ

そ10万トン什におさ

まっていたが、 1990

年代に入って急増、

1996年には年IUJ

441 ,700トンに達した

が、近年、ロシアか

らの輸入噌と市場

の市要減(輸人物よ

り繊維が短い)のた

めに減少していると

いう。 1［1国は、生産

屋のほとんどを同

内で消費しているだ

けでなく、 1993年以

降輸入が増大して、

1996+ドには約8万

トンあり、園内生産

と台わせて5 0万ト

ン以|を圏内で消費している計算になる。(ケロシ

ドライトの採掘も若一行あったが、 1980年代はじめに

は生監中ICo法的には、ケロシドライトの輸, ' 1 " ,入は

1 9 9 4年に、採掘・使)IJIま2 0 0 1年に禁止。なお、中

国産のクザノタイルのアンフィボール系アスベストに

よる汚染に関連しては、 4つの鉱山について0.046

0.2 3重量%とLりデータが不された)。

ちなみに円本は、輸入が途絶えた第2次凹界大

戦中に、主に海軍の需要を満たすために、 1］;11付、

朝鮮半局、遼東半品、満州で鉱山開充・採掘が進

められたものの(表1の韓国の「はい」はこれによ

るものである)、 1 9 6 9年には、同内のすべての鉱

山が閉鎖された。現在、 H本国内で採掘は行われ

ておらず、北海道1［1部山部地)jで往時採掘した川

鉱原料からテーリングと称する低1f1 1質(単繊維)の

ケリソタイルを桁産しているのみで、戦後の国内乍

産量は、 2 4 ,5 0 0トンに達した1966年降減少し、 1982

年に1,600 トン、 1 9 9 9 +ドには1 .0 5トンという記録が
認められる。

4か国では使用量「激減」

表2(日JI員)は、「原料アスベストの現存の使用量」

及び「最近の傾101Jを示している。使川量について

は、年問人口百 )J 人当たりの使用量がk g単位で示

され、大方足新の2 0 0 1年の数字に揃えられている

ので、比較が容易でよtる。しかし、後述のように変化

が激しいなかでの単年度のみの数1主であるので、

使用量の推移を勘案して考察する必要がある。

前nに、アジア・ンンポジウムの回目リ報告によっ

て判明したフィリヒシ(データなし)を除く9か国の絶対

量小ン)を例示してみた(マレーシア、シンガポール

についてはデータがないため、 24nの表の1 9 9 4 、

1996年の数字のみをフ。ロット) 。 円本については「輸
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表5現在の職業曝露限界 (OEL)

ほとんどωデータは、採v日比ぴアスベスト製旧I製造労働
者に対するモのであって、アスベスト製品の最終使用者に
対するH暴露レベルはわからないU

1 "1 O E L (干』白書ffi/m l)
巾|川 2mgjm" (王立量出)
インドネシア 情報無
日本 2.0 (0 .15')
韓国 2.0 (0.1神[ヨ旧3J)

マレーシア 0.1 [2凶日]

フィリピン 2.0
シンガポール 0.1
タイ 5.0' (0.5 [2002J)
ヴェトナム 1.0[ 1998J
台湾 1.0

最近改言lされた(私信に基づく)
# 管内濃度等検討会において合意済み、近く改訂の子
定［2002年12) J対日頁参照］

桝 2肌J 3年1月H I施行［2l口Z年3月号81頁参照］

表6曝露労働者をフォローアップする特別の体系

国 特別の体系

中国 は1)

インドネシア いいえ
H ドノ l立Lミ

棒|川 lまい
マレーシア l立Lミ

フィリピン はL、
ンンガポ }y [tい
タイ いいえ
ヴェトナム いいえ
什湾 は1)

フォローァ、ソブ休系はほとんと、はアスペア、卜採掘・製造労働
者に対するをのであって、アスベスト製品の員終使用昔は
通常医ff的フォローアソブ休系の対象になっていない。

人量のみ」、 '1'国及び韓国については、「輸入量+

玉| 11付生並輸出呈」の値を示している。

H本は、 20ω年に初めて 10万トンを割り(98,5 9 5

トン) 、却01年7 9 ,4 6 3トン、昨(京)02)年が速報何で

4 3 ,3 1 8トンにまで減1］>した。

韓国については、 2001年4月号3 9 T Iの記事も参

照していただきたい。園内生産は、 1979年の14,8 0 4

トンをピークに、 1 9 9 1年以降はゼ、口になっている。

愉出はゼ口または微々たるものであり、輸入量は、

1992年の95,476トンをピークに、 2001年には2 4 ,5∞

トンにまで減少、圏内使川量も輸入量とほとんど|可

じ推移を示している。

台湾につυては、輸入屋が1 9 9 6年の6サ 164トン

カら2001年の3,716トンにまで減少していξといラ数

字が示されたが、同時に、1970-1990年には毎年

2-4万トニが輸入されていたと報干守されているから、

その後、激減したことになる。また、東部にあるいく

つか¢鉱山で、 1978-1985年に600-30,or日トンのア

スベストの生監があったというごとである。

シンガポールには、アスベスト鉱山はなく、使JIJは

すべて輸入で変るが、 1 9 9 7年の2 4 3トユからj戒少し

て、 2001年にはゼ口、 2 0 0 2年1-4月現有もゼロであ

ると報告された。

以上の4か国は、アスベスト使用量が「減少」傾

向を示している諸同である。

表3には「アスベスト使川が確認されている主叫

産業」、表4には「繊維の種類別の禁止状況」、表5

には「現有の職業H暴露限界」、表6には「眠蕗労働

者をフォローアッフoする特日JI江本系」が不されてい

る。表5や表6にも部分的には現われているように、

アスベストに係る管問規制の強化が、「減少」傾向

の理山の一端となっていることは各報告者カもも指

摘されている。しかし、表4でわかるように、「減少」傾

向を示す4か|玉|においても、法令によってアスベス

トが全由禁止されているねナではない(tJ本では、

クリソタイルについては、吹き付けが原則禁止とさ

れているだけで、今まさに栄I上導入のための作業が

進められているところである)。

シンガポールでは、 1989年に環境汚染管理法に

より、建材(屋根材、コ、ミ・シュート、天JI板、 11切板、

防火壁、戸、塗料、セメント、床タイル、パテ等)への

クリソタイル使用が禁止され、 1 9 9 5年には、新規登

録車両への無石綿フ手レーキ/クラッチ・ライニンゲの

使川が義務づけられた。ガスケット・シール製造の

ためのクリソタイルの輸入は、免許があれば可能と

されるが、 1 9 9 5年に足後のフレーキ製造業者が、

2 0 0 0年には最後のガスケット・シート製造業者が操

業を'1'止して、原料アスベストを使用する業者は存

有しなくなじ、現布、石綿布の加iを行っているL場

がひとつあるだけということである。

しかし、アスベスト断熱材の除去や建築物σ解体・
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改修作業による曝露は今後も起こり得るし、法律で

義務づけられているアスベスト除去作業の届山件

数が1999 年の 6件から 2001年の 62 件に増加し

ていることも、人材閣発省による注意喚起と執行

活動の増加によるものであると報山された。 2001

年には、建築物のアスベスト材除去及びアスベス

ト台有物質の11 1(扱いの再々に閃するガイドラインも

作成され、法令・ガイドラインを遵守させるための、

折哲もなされているという。

シンガポールでは、 j品ぷ数か月のうちに、 5社が

アスベスト関連作業の無届で、 4才十が1980年工場

(アスベスト)法r J :他の条項違反で処罰され、 3社に

作業中止命令が出されたとのこと(再犯者には、最

高 2,0ω ドルの罰金) 。

韓|司における規制強化の動きについては、 2002

年 1・2月号 81TIでも紛介しているが、 2ω3年 1月 1 

円かろ作業現場の曝露基準を、シンガポール同様

の o111m 1としたととをはじめ、規制の強化がまさに

議論されてLミるところである。

韓国の報山者からは、法令が遵守されていない

場合があるという問題と台わせて、アスベスト製造

作業以外では、アスベスト設間施設の除ぷ・修理に

関オコる労働者の保護に関する規制が 2001 年にか

けられただけであり、また、現行法令は有職中の労

働者しかカバーしていないこと、等の問題点を指摘

して、子遅れになる前に他の諸国とともにアスベス

トの全而主主l上を働きかける必要性を訴えている。

この点では、台湾の報告者が、什湾のアスベス

トH暴露労働者が、 2000 年には、セメント 6工場82

人と降擦材 7上場66人の台百 112ーじ場154人にま

で減り、汚染の激しかった織物・断熱材製造等が

なくなったことをもって、アスベストへの職業曝露の

問題は以前よじ顕著でなくなっているとしているのは、

楽観的に過ぎるのではなL功、と感じられた。

マレーシアでも、アスベストは採制されておらず、

使用はすべて輸入であるが、データとしては 24員の

アスベスト研究所のものしかないようである。すでに

15年前に、公共建築物にはアスベストを使用しない

という政府の契約が示され、 J!l~石綿建材に切り換え

ているデ、ベロッパーもあるものの、安価な住宅等に

はアスベスト製品が使われ続けているという。現在、

3つの二ド"旦!なアスペア¥ ) " .セメント製品製造業者(アス

ベストセメント製品産業の労働者数は約 2,000人)

と摩擦材やカ手スケットを製造する多数の小企業が存

在している。

インドネシアについても、アスベスト研究所による

もの以外には、アスベストの輸入・消費量に関する

データが見当たらないようでil';る。安価な住宅だけ

でなく、大きな工場や州出の建物にもアスベスト製

品が使用されているという。アスベスト_L);揚は同中

で見受けられるというが、て場数及び労働者数は

わかっていない。

4か国では「急増」傾向

「減少」傾向を示す 4か同(とデータのない上記 2

か圃)以外の他の 4か国では、逆に、アスベスト使 JIJ

量の「増力nJ傾向が見られξという、 「二極分化」がア

ジア諸同における際立った特徴と再えよう。

中国についてはすでにみたとおり、 1990 年代に

人ってから著しい使用量の増加がみられている。家

ト人,_L業で働く者を除いて、アスベスト採掘汝び製造

に 1 2万人の労働者が従事しているという。

'1'国の報告者からは、居住地域からアスベスト

ム場を速やかに移転させて鉱山近くに建設する三

と、汚染レベルの高い選鉱技術を改書すること、

'1'国産アスベストのアンフィボール系による汚染

を調査して関連法規や製l'IT rの某準を改善する三と、

等が勧告された。

タイには、アスベスト鉱山はなく、使用はすべて輸

入であるが、 1987 年の 90サ 700 トンカも、経済危機

による |時的減少があるも『の、 2001年の 120,147

トンへと増加している。 2001 年時),～で、 1 ,710人の労

働者が働く 17のアスベストL場が虚業省に繋録さ

才tているという。

なお、「タイでは、産業省の 5f/mlと労働省の 2fl
m lと2つのH暴露限界値を使っているが、段近、 0.5fl
m lとしゅ単ーの限界値が採川された(私信に基づ

く)Jということである(シンポジウム報告書)。

ヴェ卜ナムには、 17 筒所のアスベスト鉱床がある

が、山蔵量の少なさと低品質のために閣発されたこ

とはなく、これらからの園内生産量に関する情報は
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ない。輸入量は噌加しであ旬、 1992 年の 10,ω0トン

(人口出 )J 人当たり 0.15kg)から2 0 0 0 年には凸 2,

475 トン(同前0.81 kg)になっている。現存、 40 以上

のアスベスト・セメント製品製造て場に約 10,000 人

の労働者が働いているという。

フィリヒV ンにも、北部にケリソタイル鉱山が存有

することがわかっているが、商業的に利川できる

品質ではない。使用は輸入によることとなるが、人

千できるデータは限定されている。 2000 年にアス

ベストに対する化学物質管理令 (CCO) が制定さ

れて、 2001 年には、環境自然資源省に登録された

14の企業が、 3,934 トンのアスベストを消費してい

ることが報告された。

「増加」傾向を示すこれら 4か国の輸人元を見る

と、ロシアが、中|玉|とヴ工卜ナムで第 l位、タイとフfリ

ピンではカナダに次いで第討、Iを山め、中国が、ヴェ

トナムで第 2位、フィリピンで第 4位を占めている(タ

イの第 3位はギリシャ、フ { I )ヒ。ンの第3位はウケラ

イナ)ことも大きな特徴と言ってよいだろう。

石綿肺の情報はわずか

表 7~ 表 9 (次頁)には、アスベストによる健康

影響、その労災補償に関する伯報が整閉されて

いる。

石綿11'市については、ほとんどの国で労災補償の

対象にはなっているモのの、その発生状況及び労

災補償状況のいず、れも十分に肥握できていなL斗ム

況にあることが明らかになった。

シンガポール (1972-2001 年に 38 件)、韓同

(1993年に第 1号、 2001 年までに累計 6{'［) 、ヴェト 

ナム (2001年までに l件、同期間に珪!附は 6.507件)

では、少なくとも労災補償を受けた石綿肺の事例に

ついては把握されてLミるようである。

円本では、有綿!怖は職業病統計上、じん1市1 , 般

に含まれてしまっていてその内訳が担保できないわ

けだが、|司様¢二とが中国にも当てはまる。しかし中

国では、 「全国じん"市調査」によって、 1949-19R6年

に4ヲ289 人の石綿肺の事例が確認されている。と

の調杏結果をもとに抑計すると、 2000 年のじん肺

総数425 ,000 人のうな 4,690 人が石綿!怖の患者

とJILLわれると報告された。

フィリピンでは、過去fTわれた労災補償請求事

例のレビューの結束では、アスベスト関連疾忠や

中皮腫の事例は見当たらなかったという。しかし、

1991年に閉鎖された米海軍スービ1ソク海軍基地の

ノじ労働者 1,4 41人に対して、ランゲ・センターの医

師らが行った調査結果によると、 502 人 (34.8%)

が有綿j怖と診断された。 1997 年になって、それ以

前には認められなかった、離退職後に職業病の

請求をした場合でも補償されるようになって、これ

らの石綿1/,市労働者が補償を受けたと報山されたが、

その人数は明らかにされていない。

t'f湾についても、アスベスト悶連疾患に関する

統計は報告されていないが、 1996 年に保健省が 

台湾における石綿肺第 l号忠者として、 26 年間船

自白解撤作業に従事した 40 歳の男- 1 ' 1を碓認したとい

う情報がある (1996年 11月月 41頁)。同省による

と、台湾では応時期にとの作業に l万人以上の労

働者が働いていたと見積もられている。船舶解撤

作業はアスベスト曝露の危険性の高い作業のひ

とつと考えられるのだが、|玉|際市場のシェアでは、

1980 年代には台湾、韓国、中国が御「家、 1990

年代にはインド、パングラディシュ、パキスタンが

新御二家という状況にfよコて, lて、有害廃棄物の|玉|

際移動の問題としても圃際的に問題になっていると

ころでもある。

また、台湾でもフ {I)ヒV ン同様、昨 (2002)年に職

業災需労一仁保護法 (2002年8月号参~tりが施行され

るまでは、離退職後の職業病請求は認められてい

なかったわけで、いまなお同様の状況にある同宅あ

るとよL{わ才lる。

マレーシアでは、最初の石綿!怖の事例 2例(アス

ベスト・セメント製l日,_L場労働者)が科学論文に報

告されたのは 1999 年になってからのことだと L追うこ

とだが、労災補償に関する情報はなく、 '1'皮腫や1 /市
がんに関しても報告されていない。

タイでは、労災補償基金にも、職業病のIili出制

度や死亡統計にもアスベスト関連咲患が報告され

た事例はないという。

インドネシアでは、アスベスト閃連疾患について、

人子できる統計デタはないと報告された。
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中皮腫・石綿肺がん

アジア諸国の中皮腫や｛ i 綿
関連!怖がんに関する情報は、

さらに限られているととも確認

された。

シンガポールでは、工場法に

より届問が義務づけられている

職業病は｛i綿肺と中皮腫であ

るが、 19侃年以降、すべての種

表7石綿肺労災補償体系への包含及び発生率データ

1'1 包含 発生率データ等

巾|川
lまl,

40年閣に約4,3∞件観察
インドネシア はい 情報M
日本 はL 発生率は約1985年7ω 件、 1994年400件
韓国 はい 2日日 1イ|まTIご累計6 '1 1
マレーシア はL 情報無
フィリピン l正い 情報無
シンガポール はい 年間およそ5件
タイ l正い 情報無
ヴェトナム いいえ 情報M
台J甫 いいえ 1件の肺がん台併石制11肺(未公表)

類のがんを対象とした臼主的な

報告システムでまる「シンガポー

ルがん登録」がつくられており、

また、人材開発省労働衛生部

( O H D )が、職業|アスベストに

日暴露したこと¢わかっている全労

働者のデータベースを管聞して

いて、 f~ I?の情報の突き合わせ

等もfTわれているという。

シンガポールで1968-2000

年にがん登録に報告された(胸

膜・腹映)'1'皮腫は、見性62件

(百万件～たり013) 、女性21 件

(1寸前 0仁4) 、合計83'1 1で、その

うち見性30件(48.4%)、久性1

件(4.8%)、台計31件(373%)

が労災補償を受けているようで

ある。労災補償31件のうちの13

件(約42紛れ事務はとして働

いていた女刊を台め、|司じアスベ

スト・セメント工場の労働者で、

造船・船舶修聞が9件、断熱材

製造と船舶愉i基・港湾が符3

件、発電所2件、アスベスト製

表8中皮腫の発症率または死亡率デー亨

国 人手可能な情報

中国 いくつかの地域情報が入子可能
インドネシア 情報無
H本 統計 2肌)0年に710ftの死亡
韓 1""1 統"十 2 ω o年に45件の死亡
マレ)シア 情報無
フィリピン 情報無
シンガポール 統計 1967-2000年に年平均2件の先亡
タイ 情報無
ヴェトナム ハノイ及びホーチミンi [iに地域がん登録
台湾 病院調子時で1979-199ユ年に11件の中皮腫事例

表9中皮腫労災補償体系への包含

国 包含 関辿情報

巾国 情報無 情報無
インドネシア いいえ 情報M
日本 lまl, 年間補償件数は全件数の3 %
韓国 はい 年間数件の補償件数
マレーシア はL 情報無
フィリピン はい 情報無
シンガポール はL 全件数の約5 0 %が補償
タイ l正い 情報無
ヴ工トナム はい 情報無
台湾 情報無 巾皮腫は確認されていなしミ

品配送が1件、という内訳である。中皮l悼の発生状

況は、過L I O年|山、 J!l J刑してL喝。肺がんの労災補

償に関連する情報は報告されていない。

韓国では、応初の悪性中皮脂による労災認定事

例(46歳の女刊織物労働者)が1993年、 ｛i綿関連

j怖がん事例(地下街警備の50i長の男性)が1996年

に認められて以降、 2001年までに、 6件の中皮JI I!iと
12'1 1の肺がんが労災認定されている。

保健福祉省の管轄する「韓国'1'央がん登録」に

は、年におよそ40-50件の中皮脂が報告されており、

百万人当たり1-2'1 1と雌定されるが、これと比較する

と労災補償件数はきオコめて少ない。
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中圃では、アスベスト曝露労働者に発府した肺

がんが 19R7年に職業病リストに掲載されたと報告

されたものの、実際の桁償件数や中皮脂の取り扱

い等に閲する情報は不されていない。中圃でも、

いくつかの都巾等において、がん登録による、 '1'
皮脂の発生・死亡状況に関する情報が入手可能だ

が、青万人当たり 0.01-0.04科度のようである。

ヴf工トナムでは、石綿11市は1976年から職業病と

されているものの、中皮脂や肺がんについてはま

だ職業病とみなされていないとのこと。ハノイとホー

チミンでがん登録が実施されているが、 '1'皮腫の

数字がわかるのは前者のみで、百万人ヨたり 0.01

0.02というiRileiとある。

台湾については、台北の退役軍人病院における

1979-19ち2年の記録の調査で、 10件の悪性胸膜中

皮腫と HIの心膜中皮腫が確認されている。

なお、円本の '1'皮腫化亡率は、 2000年で、白 )j

人3たり5 7 (死亡数710件)で庄る。

石綿被害の疫学調査が必要

対比及び今後の検討に資するために、 FIOHの

カルジャライネン博上の基調講演の結論部分を紹

介しておこう。

r:~\nでないアスベスト団連疾患の負荷を抑測

するうえで、信頼できる情報はきわめてわずかしか

存有しない。欧州連台 (EU)加盟諸梓13億人の人

刊のなかで、職業病統計は、 1995年に 4.00 0{' 1近
くの有綿11市を示しているが(良性胸膜浜患が含ま

れる同もある)、おそ色く過少報告 (undcr-rcport川口)

の科度が重必である。フ fニランドの一般人門中で

は、良性のアスベスト関連胸膜病変が、見性の 7%、

女性の 2%にみられる。

中皮腫による死亡率の傾向に関する分析の結

以は、丙欧では、 1990年代後半に約 5.000人の当

性が中皮脂によって死亡してお工この数字は 2018

年頃には約 9.000とほとんど倍増するだろうことを

示唆している。大量にアスベストに H暴露したコホー

トでは、比率は様々な要国(繊維の種類、日展銭レ

ベル、曝露年齢、喫煙)によってホ右されるモ σの、

般的に、 '1'皮腫 l 件当たりにつき 1~5 件の過剰J

発がんがある。中皮腫 HIにつき 2{'1の過剰発がん

があると仮定すると、丙欧では 1990 年代後干に

10,0ω 人のアスベスト関連肺がんがあった宅¢と推

定できる。山欧、北米、オーストラリア及び H本の 8
億人の人口に対して、 J- I , !伝のアスベスト関連浜患に

よる年間死亡数は中皮脂 10ヲoc仏肺がん20,000と

雌点目されたが、これ切レートを世界全体の人 Hに

外挿すべき )j法を結論づけるには、アスベスト曝露

の地問的・時間的傾向に関する|分なデータを欠

いている。フfンランド人 H中の労働関連死亡率の

疫学的分析の結栄は、労働との閣連性に帰すこと

のできる割台は、悪性疾忠全体に対して 8%、肺が

んに対して 2 5 %と結論づけられた。アスベスト曝露

は、労働関連過剰J発がんのおよそ半分を説明した。

疫学的推計と職業病統百|とを比較すると、中皮脂

とアスベスト団連肺がんの両方、とりわけ後者は、

職業病としては過少報告 (under-reporting)になっ

ているととを明らかに示唆している。中皮脂専門 dポ

パネルマやじん肺専門家グルーフ。を台むコLサルテー

ション・システムや全国規模の情報キャンベーンが、

とれらの主要な職業がんの切符を改善すξ のに成

功畏に活川されてきた。」

根底には関心の高まり

アジア全休に.t卦ナるアスベスト禁止の実現はたや

すいととではないかもしれない。しかし、ぜひ指摘し

ておきたいのは、アスベスト使 JIJ量の最近の傾向

としては減少と増加という極端な二極分化がみ巳れ

るアジアにおいても、関心の而まりや労働安全衛

小法制等の改需に10Jけた動きが共通した版流とし

てあり、その脈絡のなかで今後のアスベスト対策も

展望していく必要があるというととである。

シンガポール、 H本、韓国でアスベスト対策が今

まさに議論の渦 '1'にあるばかりでなく、フィリピンや

ヴヱ卜ナムでも、過去調査や釧究カ可Tわれてとなかっ

たことの反省も合めて、近年、アスベスト対策が議

論の焦点になってきたことが報白された。同じ 2000

年に、フfリピンでは、室内雫気汚染への関心の向

まりからアスベストについて化学物質指令がつくら

れ、ヴェトナムでは、工場のリストを含めたアスベス
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アジア・アスベスト・シンポジウムの全般的結論

1 . 50 年以上も前からアスベストに係る健康

影響が認識されていたにも関わらず、また、

多くの売業化諸国では予防や管理のための

努力がなされてきたにも閣わらず、アスベス

トは、とりオ7灯多くの開発途上1];1汝ひ、新興産

業団において、労働衛中上及び公然衛小ょ

の大問題であり続けている。さらに、産業化諸

問においても、アスベストに起凶する健康影

響の第二の波が現われる可能併もある。

Z アスベストの消費量はJlt業化諸国におい

ては激減してきであ旬、世界合計の生産量及

び消費量も 1970 年代以降、 50%以上減少

した。にもかかわらず、アスベスト生並需はな

お年間200 万トンのレベルであり、ア手アの明

発途上国の多くにおいては、 I自)JII fcI! 1白jすら不

している。

3 すべての種類のアスベストについて、 Jム範

岡にわたる深刻な健康影響、すなわち｛J綿肺、

'1'皮腫及びl怖がんに関する、説得力のある

証拠がとぎれる三となく碕み重ねられてきてい

る。膨大な疫学研究や登録チータが、産業化

諸国では、 10-20年前に使用が終芳している

にも関オアうず、がんの発生率が増大している

ことを示している。しかしながら、うまく組織化

された届問・登録システムをもっていない、あ

るいはアスベストの使用が知期間しか継続し

なかった、多くの諸国においては、健威影響

はきちんと発見されていないか、あるいはまだ

発小していない。

4 すでに約 20か国がすでにアスベストを禁止

し、|司じくらいの数のぷ|玉|が、原料アスベスト

及び製品の採掘、 )JII工、輸山、輸入及び使用、

すべてのアスベスト含有製品及び物質の使用

を禁 1Iする準備を進めている。そのような決定

をするにあたって、重んな経済的または雇用

上の問題も、また技術的な問題も、報告され

ていない。

5 アスベストの小 yt及び消費は、ほとんどの

産業化諸国において急速に減少しつつある

にも聞かうず、多数のアジア諸同を含む開発

途|固においては、増加がみられてLミる。世

界の生産量及びとりわけ消費量のかなりの部

分が、開発途上|玉|にシフトしてきているととを

示す兆候がある。

6 曝露開始カミら不利な健康影響の兆候が現

われるまでの潜伏期間が長いという、アスベ

トの使用状況が初めてまとめられた。タイでも、昨

(2002)年に作業環境における曝露限界値が引き

下げられた(シンポジウムでは、提案 '1'と半自白され、

有害物質委は会均L使用料の削減、長期的には主主

止に101けてアスベスト管理をレビュー中であること

も紹介されている)。また、新たに包括的な(ある惹

昧では日本等よりも進んだ)労働安全衛生法が、マ

レーシアで 1994年に、中圃で 2002 年に制定され、

これが、アスベスト対策も含めた今後の労働安全衛

生の改書の強力な止に2~になり得るととも報f与された心

全体討論は、ランタネンF I O H所長と六久保利

晃・産業医大学長の座長で活発にfTわれ、フォロー

アップ・ミーティングの開催を追求してtlくととが確

誌｛されている。討論のまとめを|に嗣げておく。

今後のアジアにおける動向を考えるうえでは、rT
民や労働組台の取り組みとアスベスト被災者・家族

のエンパワーメン卜が何よりも重'~であξ ことは言う

までもない。シンポジウムの報告ではあまりふれら

れなかった品工マレーシアでは、 19初年代後半以降、

ぺナン消費者協会等の消費者団体や労働組合等

が、アスベスト使用の全面禁止を要求し、この要求

は、マレーシア医師会をはじめ多くの専門家団体か

ら支持されていることが報告された。筆者は、マレー

シアと韓国の報告者から、円本ではどのようにして
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ス卜関連健成影響のまさにその特徴ゆえに、

アスベスト使用による健康リスクが発見される

のは、疫学研究の助けがあって初めて可能

になる。このような健康影響の特徴が予防政

策及び実践の鍵となるととから、アスベストを

かつて使川したまたは使川し続けている諸圃

では、アスベスト曝露の発生状況、曝露集問

及びアスベスト関連健康影響に関する調査制

究がなされるべきである。さらに調査研究は、

H暴露限界の設定、アスベスト関連浜患の診断

及びスクリーニングの改善、予防及び管問l;!;
準の符入のためにも lojけられるべきである。

士 アスベストをかつて使用したまたは使用し続

けている諸梓|では、アスベスト関連健康影響

に悶する情報が周知普及されるべきである。

そのような情報は、とりわけ様々な対象集岡、

政策決定者、使用者、労働安全衛生時L門dポ、

労働者及び労働組合、のニーズに合致したか

たちで用意されるべきである。また、広範な国

民に、アスベスト使用にかかる健康リスクに関

して効果的に知らせるべきである。しかし、健

成リスクについて周知する多様な子段につい

て特別の関心が払われるべきである。

8 すべての国でE ρ 第 162号条約及び第172

tj勧山が要求する措置を実行すξ ところ均ら

はじめて、アスベスト・ハザーズを管理及び根

絶するための漸進的かつ1比五的な行動がと

られるべきで主る。ほとんどの並業化諸岡とか

な仁の数の同発途上諸国ですでに例証されて

いるように、最終目標は、アスベストの使用及

び眠蕗の全而的根絶であるべきである。

9 各国は、緊急に、アスベスト・ハザーズを管

理するための予防的及び管理的行動を起こ

すべきで主る。そのような措置は、少なくとも以

下のことを対象とする必泌がある0

・適切な )j主|及び法令

・一次生産斉及びアスベスト｛主用産業、とり

オコけ建設作業における最終使川者、再々

のための厳格な予防及び防護子段

-効呆的な予防 T今段に関するよい実践のガ

イドラインカサJI意され、周知普及されるべき

である。

10 労働衛生皮び公衆衛生の科予団体は、ア

スベスト悶連健康影響及びその予防に閲す

る知識を共イlし合うべきである。国際機関は、

ガイダ、ンスを提供し、政府と社会的パートナー

たちが、アスベスト・ハザーズを管理・恨絶す

る)j主|・計|尚|を策定・実行するのを促進すべ

きで￡る。さらに、 j画~な非政附組織 (NGO)

を台む科学団体及び国際機団による、合|司

のI!t界のアスベスト状況に関するフォ

ローアッ 7 が行われるべきである。

祭 I上にとぎつけたのかと尋ねられたりもした。

韓国の報告者は、アスベスト織物業に関して、る

1 9 7 2年の円本の労働安全衛生法施行後に、円本

企業が韓|司南部に移転し、 1990 年代の経済危機

のモとでより安価な労働 )Jをよlとめて中国やインドネ

シアに移転。 R動車産業は欧米諸国への輸山車に

力l~石綿ドの陪擦材を｛史わなければならなくなり、結果

として、開発途|国かる韓国へのアスベスト織物・摩

擦材の輸入が増加したむの、この地域内における

アスベスト産業の移転の問題にも警鋭を鳴らした。

子ヰ圃比較表のまとめでも、「アジア諸国によるアス

ベスト含イj製品の貿易の大部分は、アジア地域に

限定しているととを示す統計モある。だからこそ、あ

る固における全面禁止が、たんにその分を他の固

に移転させただけということにならないように、特段

のft,ê~が払われるべきである」と指摘されている。

団連するデータを H本の貿易統計から紛介して

しめくくりとしたい。コード系列の6Rl1及び6R13には、

アスベストを含有していない製 lf1 rも含まれているの

で注意が必民だが、すべてアスベスト台有製品であ

ることのはっきりしている正 812についてみると、 1989

2001 年の日本への輸入の 97.1%及び日本カもの

輸出の 85 .4%をアジア諸圃が市めてし渇二 町内

とがわかる。 品以
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コード 単位
合 計 アジア合計 韓 国 中 国 台 湾

→日本 日本← →日本 日本← →日本 日本← →日本 日本← →日本 日本←

6811.10-000 MT 45,030 409 44,816 99.5% 6 1.5% 35,950 0 101 6 14 0
6811.20-000 MT 75,522 7,997 32,772 43.4% 5,726 71.6% 2,375 502 25,142 269 22 1,592
6811.30-000 MT 0 38 0 34 89.5% 0 2 0 11 0 0
6811.90-000 MT 7,157 2,493 5,659 79.1% 2,297 92.1% 5,236 7 38 9 1 515

6812.10-000 KG 319,821 354,469 192,383 60.2% 290,061 81.8% 226 7,082 0 111,133 4,000 32,049
6812.20-000 KG 1,486,584 260,054 1,481,517 99.7% 258,549 99.4% 1,159,751 15,672 278,490 5,915 0 3,437
6812.30-000 KG 194,221 230,947 184,893 95.2% 211,390 91.5% 31,247 20,756 26,510 8,392 2,623 17,388
6812.40-000 KG 5,024,807 504,430 4,991,014 99.3% 406,835 80.7% 2,654,035 25,657 1,927,334 26,408 191,145 78,182
6812.50-000 KG 7,617 3,901 7,032 92.3% 3,194 81.9% 0 50 7,032 288 0 21
6812.60-000 KG 360,043 636,062 170,968 47.5% 557,375 87.6% 25,576 126,404 0 26,264 153 218,272
6812.70-000 KG 17,001,435 10,330,563 16,835,840 99.0% 9,231,413 89.4% 987,864 3,832,302 1,091,232 675,413 4,287 1,818,557
6812.90-000 KG 3,805,529 7,530,194 3,526,560 92.7% 6,001,753 79.7% 265,485 1,388,086 133,048 132,476 15,650 441,528

6813.10-010 KG 11,839,716 55,401,237 8,784,061 74.2% 14,515,114 26.2% 191,689 973,343 2,312,423 1,063,070 1,241,483 3,632,555
6813.10-090 KG 834,230 25,376,352 192,386 23.1% 4,518,273 17.8% 5,821 147,972 173,623 381,624 5,420 1,302,726
6813.90-010 KG 3,188,257 9,987,362 1,018,082 31.9% 5,856,298 58.6% 543,436 452,411 84,221 91,770 41,625 691,195
6813.90-090 KG 10,221,702 56,303 0.6% 8,019 10,653 33,647

6811 合 計 MT 127,709 10,937 83,247 65.2% 8,063 73.7% 43,561 511 25,281 295 37 2,107
6812 合 計 KG 28,200,057 19,850,620 27,390,207 97.1% 16,960,570 85.4% 5,124,184 5,416,009 3,463,646 986,289 217,858 2,609,434
6813 合 計 KG 26,083,905 90,764,951 10,050,832 38.5% 24,889,685 27.4% 748,965 1,573,726 2,580,920 1,536,464 1,322,175 5,626,476

合 計 KG 181,992,962 121,552,571 120,688,039 66.3% 49,913,255 41.1% 49,434,149 7,500,735 31,325,566 2,817,753 1,577,033 10,342,910

台 湾 香 港 タ イ シンガポール マレーシア フィリピン インドネシア インド ヴェトナム

→日本 日本← →日本 日本← →日本 日本← →日本 日本← →日本 日本← →日本 日本← →日本 日本← →日本 日本← 日本←

14 0 0 0 0 0 0 0 8,751 0 0 0 0 0 0 0 0
22 1,592 108 110 4,909 123 1 2,603 39 85 0 71 54 309 98 0 17
0 0 0 21 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1 515 0 0 12 86 302 51 0 4 4 2 50 145 16 0 0

4,000 32,049 0 175 139,150 2,035 0 9,995 0 2,370 0 62,245 3,970 48,932 32,284 1,195 12,700
0 3,437 0 21,525 0 82 0 1,595 0 3,195 0 9,872 40,774 190,185 1,000 0 2

2,623 17,388 0 9,623 0 46,822 1,010 57,610 0 36,505 0 3,002 123,010 9,172 0 42 354
191,145 78,182 0 106,020 0 39,418 0 51,537 0 15,415 0 10,807 202,369 31,082 0 1,952 417

0 21 0 0 0 271 0 262 0 65 0 147 0 1,972 0 50 0
153 218,272 0 1,697 0 28,527 0 511 131,958 29,373 0 7,266 9,510 112,397 0 1,932 300

4,287 1,818,557 0 11,060 3,366,946 834,867 3,315,366 596,795 4,236,902 255,983 0 79,213 3,148,173 1,023,621 631,670 11,706 3,019
15,650 441,528 0 142,418 8,865 1,291,084 125,947 1,324,601 2,157,633 176,926 250 102,423 803,776 893,061 1,278 16,449 9,639

1,241,483 3,632,555 16 2,695,871 1,738,945 1,994,497 210 1,545,412 2,060,587 49,837 443,348 593,595 672,246 316,061 95,145 11,740 6,813
5,420 1,302,726 0 459,910 0 709,921 193 543,999 0 66,651 0 105,161 0 600,630 0 69,380 3,821

41,625 691,195 0 95,233 319,685 1,584,712 9,499 278,213 0 1,152,493 2,441 611,153 16,065 181,407 0 284,502 263
33,647 180 0 27 3,731 0 46 0

37 2,107 108 131 4,921 209 303 2,654 8,790 89 4 73 104 454 114 0 17
217,858 2,609,434 0 292,518 3,514,961 2,243,106 3,442,323 2,042,906 6,526,493 519,832 250 274,975 4,331,582 2,310,422 666,232 33,326 26,431

1,322,175 5,626,476 196 3,251,014 2,058,630 4,289,130 9,929 2,367,624 2,064,318 1,268,981 445,789 1,309,909 688,357 1,098,098 95,145 365,622 10,897

1,577,033 10,342,910 108,196 3,674,532 10,494,591 6,741,236 3,755,252 7,064,530 17,380,811 1,877,813 450,039 1,657,884 5,123,939 3,862,520 875,377 398,948 54,328



連載第19回

組合活動の限界こえる道を模索
塩沢美代子

私が労働問題に深い関心をもちはじめたの 
は、すでに述べた通り、年少労働に強い問題 
意識をもったからであった。そんな私にとって、 
全蚕糸労連にめぐりあい、オルグの仕事を与 
えられたのは、この上ない幸運だった。
私は水を得た魚の如ぐ喜こんで全国の製 

糸工場を訪ね歩き、女子組合員に語りかけて 
きた。その反応もすばらしく、頼もしい活動家 
も次々と育ってきた。

それなのに、私は年少労働については、労 
働組合の活動によって解決することは、不可 
能ではないかと思いはじめた。その理由は、前 
号に詳しく述べた、組合員構成の構造的矛盾 
にあった。昭和30年代半ばになると、極端に 
労働条件が劣悪だった工場で、女子労働者が 
立ち上って、女性だけで労働組合を結成する 
ケースもでてきた。しかしそれはごく一部で、労 
連の主流は、男子執行部がひきいる、ユニオ 
ンショップの企業内組合で構成されていた。
企業従属型にならざるをえない立場の男子 

に、リーダーシップを委ねざるをえない、製糸

の労働組合では、労使の力関係が対等にな 
ることは、とうてい望めない。これまでに、女子 
労働者の目覚めによる、さまざまなユニークな 
闘争の一部を紹介してきた。しかし肝心なとこ 
ろでは、労働条件は悪くなっていったのである。

つまり、寄宿舎の生活条件などは、ねばり強 
く要求していくと、お金のあまりかからないもの 
から、少しずつ改善されていったが、労働その 
ものは、きつくなる一方だったのである。

一人二台担当、そして自動繰糸機
製糸工場の中枢部は、現場労働者の8割 

くらいが従事する繰糸場である。繰糸機とは、 
台所の流し台のようなものに、お湯がはってあ 
り、その1メートルくらい上に、糸枠が廻ってい 
る。繭からひき出した糸を巻きとる糸枠が20つ 
いている繰糸機を、私が工場を訪ねはじめた 
頃は、1人が1台を受け持っていた。しかし昭 
和20年代後半になると、1人で2台を受け持つ 
ようになった。
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I台だけのときでも、私のHからみれば、す

ごいスピードで同転する、 2 0の糸枠を凝視し、
その状況に応じて素早く指先を動かす動作を、
神業のように感じていた。一瞬でも動作がおく

れると、糸質検査で糸むらがわかり、賃金にも

ひびいてしまう。こんな鮮度の高い労働では、
8時間労働も長過ぎるのではないかとさえ思っ
ていた。それが一度に 4 0の糸枠を凝視して、

指先も2倍も動かすことになったのである。も
ちろん糸枠の廻転速度は落としているのだろ

うが、労働の負担がましたことは、繰糸 lたち
の声で明らかだ、ったo繰糸機I台は、巾央に

tって両手をいっぱいに拡げたくらいの巾が

あるから、 2台持ちとなると、足をたえず右にた

にスライドさせての作業である。
2台持ちの作業は昭和 2 4年に、片倉のひ

とつの工場で試験的にれわれたのを皮切りに、

太子から中小へと拡がっていったのである。
この年に私はたまたま、片倉労組の婦人代

表者会議を傍聴しており、はじめてこの作業点

法を採用した工場の代表が、そのことを報告し

た。すると、他のメンバーが“そんなことができ
るわけがない"という表情で、報告者を質問ぜ
めにしていた。それが 2~3 年後には、片倉に

限らず、多くの工場で実施されるようになった
のである。

一方で、この頃から大手企業では繰糸機の
メーカーとともに、自動繰糸機の開発を進めて
いたらしく、昭如3 0年には労連傘下の 1:場の

1 1 % 、3 4年には5 2 %に円動繰糸機が導入
された。
今までの作業は、一人ひとりがつくる糸の太

さに比、じて、ひとつの糸枠に、 5倒の繭または

8個の繭から、ほぐれた糸をよりあわせるのだ
が、その繭のひとつが中のさなぎが透けてみ

えるほどうすくなると、糸が切れて、下のお湯

に落下する。すると瞬時に次の繭の糸 11を、

残って廻っている糸に吸いつけるのが、主要
な作業だった。

自動繰糸機は、繭がひとつ落ちると、機械

が感知して、針金のようなものがピョンとはね
て、新しい繭の糸口を吸いつける機械て、あっ
た。これで今までやっていた作業方法が大幅

に変り、一部は分業化した。

しかしこの機械は酬が落ちると、次の糸口を
補給する肝心の部分が不完全で、とりこぼしが
多い。それで、細長い円動機の前を、ななめ向

きに歩きながら、各糸枠を凝制して、とりこぼ
しを発見して、手で補い、切れた糸をつないだ

り、いっぱいになった糸枠をとり答えたりが、{I
事となった。また煮た繭から茶完のようなもの
で糸口を引き出す作業をする者が、一箇所に

すーって、その作業だけをするようになった。

この全く新しい繰糸機で働きはじめた人たち
からも、 11事がきっくてたまらない、という声が
kりはじめた。配置する人員が少ないからだと

いう。会社としては、葉大な設備投資をした分
を、人件費削減でとり戻そうと、従事する労働

者数を、ぎりぎりまで切りつめたのである。凶み
に製糸工場では、女子労働者を減らすには、
解雇の必要はなく、新規採用をストップすれば、

年間で2割くらいは削減できる状況だった。

二交替制労働の導入

さらに大きな問題となったのは、生産現場
全体が、それまで午前8時始業、午後5時終
業の日勤制から、一て交信制に変ったことであ

る。
当時の労働基準法では、久子の深夜労働

は、看護婦のような特殊な職種以外は禁止さ
れていた。祭I卜された深夜帯は、午後 10 時か
ら、午前5時であった。そこで先番は、午前5時
始業、午後1時平終業、その時点が後番の始

業で、午後 10 時終業となったo終業は労働基
準監督署に届け出をすれば、一五ど替の場合
は10 時 3 0分までま|ロJされた。先苔・後苔は、

1週間交替で、労働時間帯に対応して牛活時
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間借も変るから、時差が 8時間ある同に、毎

週末ごとに行ったり射ったりしているようなもの
で、その疲労皮はきわめて高い。

そもそも私が、休育の専門家になりたいと切

望していたのに、自らその道を放棄してしまっ

たのは、実習にいった紡績の l場で、ー交替
労働に被れはてていた、 10代の女子労働者に
接したからだった。本誌の読者には、交替制労

働のもつ問題について、多くを語る必要はな
かろう。それが成長期の 10代の少女たちに課

せられるのだから、“これはひどい"と痛感した

のである。
こういう状況をみていると、組合内部での活

動だけでは、彼 kらの労働条f'1を改書するこ

とはできないと思いはじめた。
なんとかして、この労働実態を明らかにして、

広く111 :論に訴え、ひいては労働基準法の、労

働時間や交持制労働の規制などをかちとらな
ければ、労働条件の般本的改善は不 n1能だ

と考えたのである。

日本労働協会の委託研究を申請

ちょうどその頃、私が働きはじめた 10 年あま
り前、労連の賃卜げ闘争の最巾に出会った、

当時は労働省の労働組合課長だった飼子良
吾氏が、 H本労働協会(現日本労働研究機構)
の理事になっておられた。
彼は、日本の労働組合が民主的に成長し、

力をつけることを望んでいる良心的な労働官
僚で、蚕糸労連の動きにも、私の活動にも|対

心をもって、見守ってくださっていた。
彼が、労働協会の調子町研究部に、委託研

究の制度があり、個人でも審査が通れば、研
究費が支給されるから、やりたい調査などあれ

ば申請したらどうかと、すすめて下さった。
これは前述の心境にあった私に、まことに

ありがたい話だった。制育結果が、協会の調

宣研究資料として公表されるから、労働問題の

研究者、労働省関係者、他労組のリーダーた

ちに読んでもらえる。これは絶好のチャンスと
思い、巾請したら、 5力円の研究費をいただけ
ることになった。私の月給が7～8 , 000 PJ の頃
だから、これは大金だった。

約 1,4 0 0名対象にアンケート調査

私は労連のオルグ活動によって、立;了一組合
員の実態を相当につかんでいるつもりだった

が、直接に話をするのはリーダー層の人たち
だったoそこで、ふつうの女子労働者の木台をき
き、また彼失らの山身家庭の事情まで合めた、

全体像を知る手がかりになるような、調査をす

ることにした。
地域・企業規模・作業形態別など、いくつか

の類型別に 12 の工場を選び、約 1,400 名を対

象としたアンケート調査カ1,｛J効凶符者数 1,393

名という、ほぼ 1 0 0 %の同答率だったのは、労 

連の婦人対策部が企画し、婦人懇談会の活
動のひとつとして、取り組んだからであった。

アンケートの内作は、私の考えたものだが、

婦人対策委員会にかけて入念にチェックして
もらった。そして大千単組及び、告県支部の女

子オルグが、直接に調査対象となった工場に
いって、各設問ごとによく説明しながら、 90 分

くらい時間をかけて記入してもらい、その場で
同収してきたのである。

調子町用紙の冒頭に付した、同答のお願いの
コメントに、本音をきくために、次のような文三
を記した。

「これにはお名前はいりません。あなたの工

場の点にも組合の舟にもお見せしません。記
入していただいたら、そのまま蚕糸労連木部に

もって帰ってしまいますから、ご心配なくありの
ままのお答えをかいていただきたいのです。」

この点は、調査担当者にも、よく話してもらっ

たので、真実が記入されたと思う。
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調杏内容は多岐にわたるので、詳細は省く

が、年齢・勤続年数・職種・勤務形態、出身地・
家族構成と生計担～者、就職の経路などを記

入してから以下の設問をした。

V労働現場の問題点

可F一二公替労働について
V宵桁舎生活について
V賃金はいくらか、その内訳

V賃金のつかい途(先月の例、月賦のイi無
とその品物)

V労働時間外は、何をしているか
V好きなテレビ・ラジオ番組・歌F・俳優・雑

誌・週刊誌
V組合費がいくらか知っているか( 0 0円)
V組合役員をどう選んだか
V職場の苫情を誰に相談したり訴えるか
V蚕糸労連の機関紙を読んでいるか

どこを読んでいるか
その影響

Vこれから先の力主I(退職・転職の見通し)

V地域の各種集会やデモに参加lのイi無と
その!感想

V組合規約と労働協約の主要項目につい
て知っているかどうかのテスト(組合大会
の開催要求・リコール制・ストライキなど
について)

可F頼りにしている柑談相手
V職場の拝借で、組合の力で解決してほし

いこと、解決できたこと(目由記入)
V組合の指導部にいいたいこと。経営者に

いいたいこと(白巾記入)

長後の2項目を除いて、すべて想定される
限りの阿答を並べ、設問によっては複数同答

でOをつけるノむよをとったo

不眠不休で報告書を仕上げる

各地の女子の4従者がo易へ行って調子町

を実施してくれた結民、 i孟懇性が高いとみられ

る同答の記された調査表が、どんどん集まっ

てきたが、集計作業は私がするしかない。そこ
で私は、労連本部から 4 0分くらいで行ける場
所に、六畳一闘を借り、母校の社会福祉科の

学生3名を、夏休みいっぱい雇用し、精 )J的

に集計作業をした。
朝はその部屋にわって、作業の指示をして

から出勤して、組合のH常業務をやり、必要な

ら途中でまたそこに行って、作業の進み方を
チェックしたり、次の指示をしたりして、本部に

反る。夜はまた行って、作業の結果をチェック

して、明日の作業の段取りを考え、指示のメモ
を残す、といった具合だった。

秋になっても、授業の合間に来てもらえる学

生はつづけてくれ、なんとか必袋な集百|は年
内に終った。ところがこれからが大変だったo

委託調査費をもらった者は、 3月末までに、

調査結巣を、 400'子2 5 0 枚以上の報告書にま
とめ、提出しなければならない。 1月から3月は、
春闘の準備・団体交渉・中央労働委員会提訴

など、労連の最も忙しい時期である。専従者が
少ないから、書記はj1f今当する専門部の仕事だ

けしているわけにはいかない。委託調査費は
倒人がもらったので、労働協会への報告占づ、
くりは、労連の 11事とはみなされない。

そこで私は、仕事を終えて帰宅すると、こた

つの上で、製表や執竿をし、どうしても疲れて
たまらないと、そのまま横になって休み、 1時間

くらいたつと、また身体を起こして{上事をつづ
けるという暮しをつづけた。川畳、ドー聞の住い
は、集計結果の資料で埋まっていた。私はィ、

H民佐で、こんなに焦っているとき、横になった

ら朝まで眠ってしまったということが、全くなかっ
たのが幸いだった。たぶん断続的に、 3時間く
らいは眠っていたのだろう。

やっと報告書を、期限ぎりぎりで提出したH
の伎、 4 0数日ぶりに、パジャマに省替え、ふと

んを敷いて寝るときの始しかったこと 町T甫
は、今も忘れられない。 且llL2
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ドキュメント

アスベスト禁比をめぐる 
世界の動き
オーストラリア*東南アジアにおけるアスベスト問§

Laurie Kazan-Allen, IBAS, 2003.1.17

昨年末にかけてのオーストラリア、マレーシア及 
びシンガポールへのあわただしい1週間の旅行は、 
IBASコーディネーターのLaurie Kazan-Allen に、 
この地域のアスベスト問題について学び、各国でア 
スベスト問題に取り組んでいるキャンペイナー、
NGO、政府関係者、医学専門家や科学者たちと会 
う機会を与えた。第6回国際中皮腫研究会の会議 
に参加するよう勧め、オーストラリア•アスベスト疾 
患協会(ADSA)ファミリーのメンバーたちに引き合 
わせてくれた、ADSA会長のRobert Vojakovicに感 
謝したい。

7レーシア

•ミ-ティング①
Laurie Kazan-AllenとDr. Jayabalan、ペナン 

消費者協会(CAP)のMageswari Sangaralingam 
は、国立労働安全衛生研究所(NIOSH)の事務所 
で、NIOSH 4ヒ部地方事務所の新しVゝ所長Zariman 
Zainuddinと話し合いを持った。Zainuddinは最近 
この部署に異動してきたばかりだったので、CAPの

アスベスト問題コンサルタンドUあるDr. Jayabalanが、 
マレーシアにおけるアスベスト問題のこれまでの取 
り組みの経緯について説明した。Dr. Jayabalanは、 
2002年2月の労働安全衛生部との話し合いでは禁 
止を指示するコンセンサスは明らかだったと話した。 
アスベストはまだNIOSHのアジェンダに掲げられて 
いないが、安全衛生、環境に関するトレーニングと 
化学物質の調査研究に責任を有する同研究所に 
関係のある課題である。

Laurie Kazan-Allenは、イギリス及びマレーシ 
アの経験を含め、アスベストの使用における国際的 
な潮流について話した。多くの西欧諸国がすでにア 
スベストを禁止しているにも関わらず、今なお毎年 
200万トンも採掘されている。アスベスト生産者たち 
は、極東•アジアに狙いをつけている。マレーシアに 
対するアスベスト販売のデータはないが、アスベス 
トエ場で使用するのにアスベストが輸入され続けて 
いることは明らかである。シンガポールで修理され 
る船舶から取り除かれた中古アスベストのマレーシ 
アでの販売が報告されている。イギリス最大のアス 
ベスト•グループであるTurner & Newall所有の文 
書によれば、マレーシアにおける鉄道車両は、吹き
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利けリンペット・アスベストで耐火処理されていた。そ
うした車向がいまも使用されている均、どうかはわか

らない。

.ミーティング②

同立毒物センターの Mr.Rahmat Awan耳が、 
Sains Malaysia 大学の美しいキャンパスにおけ

る会合をアレンジしてくれた。ここでは、社会経済・
端境研究所のメンバーである科学青と Malays

ian Nature Society 地方支部の悶係者たちと、
Laurie Kazan-AlIen、Dr.Jay abalan 、Mageswari

Sangaralin剖 mと話し台った。
D r. Jayabalanは、禁止支持のコニセンサスがあっ

たにも関わらず、マレーシアにおけるアスベスト禁
止は実行されていな, lと語った。 2002 年のジンバブ

エ訪問中に、マレーシアの芹伺は、同国がジンパ

ブエからアスベストを購入すると述べた協定書に署
?,した。との会台に参加していたある行政～局者

は、アスベストはブライにあるで場でいまでも使 JIJ

されていると証言した。彼は、閣心のある巾氏たち
が三のL場を訪問して、との危険な物質を使用し続

けていることを公表すべきだと提案した。 Malaysian
Nature S仁己letyの参加者たちは、仁孔Pとともにアス

ベスト祭 ICの実現に積械的だった。
アスベスト禁止に向けた世界的なキャンベーン

について論じて、 LaurieKazan-Allen は、もっと
も直近の同際的なアスベスト会議はへレ二、ソク・ア

スベスト会議であると述べた [2003年1・2月号 61

頁参照]。この注目を集めた会議は、ギリシャにお
いて初めて聞かれたアスベストに関する公の会議

で、ひろくメディアの悶心を引きつけた。ギリシャの

参加者たちが確認した主要な諸問題の多くは、マ
レーシアにおけるものと同じものであった。

・ギリシャでは、保健省も労働省もアスベスト悶連
浜患の登録システムをもっておらず、自主的な疫

学研究もなされてとなかった。

-ギリシャではアスベストについて行われた院学的

調査は数少なく、国際的雑誌に載った論文はわ
ずかしかない。

-労働衛恒、消費者及び環境保護など、アスベス
トに関連した諸問題を所管するギリシャ政府の諸

機関 f~ 付の調整がなされていない「ー「システムが

機能していなし、 」 。

-夜職中にアスベストに版践した退職労働者の健

康に長代をもっ政府機関がない。

・労働組合の代表たちによると、労働者は何十年

も前からアスベスト問題を倖認してきたが、医師

たちは動こうとせずに、労働者の参加がないから

アスベスト問題に関する医学的調金が遅れたと
主張し、失業の恐れカミら労働者は医守的検査を

受けようとしないものと決めでかかった。
・政府には、「アスベスト禁止によって喪失する雇

用に代わる新たな 11:事を創l刑する」ための、 「公

正移行」のポリシーが必山である。

-アスベスN三閣速した仕事をしている労働組合活
動家たちは、雇用の喪失に関心をもっている。ア

スベスト労働者のた試の早期退職と失業者に対
する再訓練に閣する条件が整えられなければな
らない。

-医師は、診断にあたってアスベストへの版業曝露

を考虚しなければならず、また、患者に対しでわ
かったととのすべてを知らせなければならない0

.使川者は、労働衛恒|のリスクをアセスメントしな

ければならず、政府は、リスクがモニターされるよ

うに保障しなければならない。

-政府は、アスベスト悶連疾患に対して補償が支払

われ、保護措置及びアスベスト法令が厳格に執
行されるように保障しなければならない。

・ミーティング③

Glcncaglcs Mcdical Ccntcrの Dr. Paramc
swar叩は、 30 名のλ学院桁、医師、専門家が参 

加した昼食会合をアレンジしてくれJ乙Dr. Jay abalan
に紹介されて、 Lauric Kazan-Allcnは、イギコJスに

おけるアスベスト関連疾患の広がりとそれによるお
びただしい人命の喪火について話した。イギリス政

府の統計では、 1926-1996年の聞に 2 2ヲ295人のア
スベスト悶連の死亡が報告されているだけだが、あ

るインデベンデン卜な研究者は、同期間の死亡者数
は公式統計の51百の125 ,000人にのぼると推計して

いる。さらに、まる論文のなかで Rubin Huwie は、
1929-2020年の問にイギリスで発生するアスベスト

40 安全センタ情報2Cコ3年3月号



関連死亡の累積f'1数は6 8 3 ,［日 0-820,0 0 0 人によ主

する可能性があると予測している。フランス、イタリ

ア、ドイツ、オーストラリア、アメリカ、その他の諸|玉|

でも莫大な数のアスベスト死が報告されている。

D r. J ay ab a la nによれば、マレーシアではデータが

存存しないために、将来の予測ができないというと

とである。保健専門家の|日Iですら、アスベスト疾患

に対してわず、かな関心しか払われていない。全国自J

ながん写実録システムは存布せず、そのととがマレー

シアにおけるアスベスト団連死亡充恒に悶するデー

タ¢編纂を不可能にしている。このため、 D r . J ayab副an

は、 200 3年にマレーシアで中皮脂繋録システムをつ

くる努)Jをしている。

.ミーティング④

ベナンでは、ベナン消費者協会のスタッフによっ

て、アスベスト・イベントが開催された。 LaurieKazan

A l lc nは、 CAPの用事会メンバーかう、彼らの関心

の範阿を聞く会合を持つ機会を得た。 C A Pの議長

M r.S. M. Mohamed Idris f,i; Friends of the Earth 

の地方支部f代友、 ThirdWorld Nctwc叫のコー

ディネータ一、 InstituteMasyarakat Berhad の議

長でもちった。 C A P理事会と緊密に連携して、これ

ら¢組織は、持境・健康問題を同家的な課題として

維持させるのに重県な役割lを果たしている。

オース問ア >

オーストラリアは、 20 I ! t紀の大干を泊じて、英大

な呈のアスベストを採銅・輸入した。クロシドライトと

ケリソタイルが山オーストラリアで採掘され、ケリソタ

イルはニュー・サウス・ウエールズでも採制された。

1954 年までオーストラリアは、人U一人ヨたりで世

界最大のアスベスト・セメン卜製品消費国であった。

様々な職種のオーストラリア人が、仕事でアスベス

ト・セメント製l日1に関わるか、 H民主￥を受けた。オース

トラリアの数干の峨場や家犀に、アスベスト繊維岸

根材、床材や町村が使用されてきた。公共建築物、

病院、学校、ド1( Ji館、事務所や上場で、断熱材、雫

調システムや天井材にアスベストが含まれてL通る。

それゆえ、オーストラリアが凹界で '1'皮腫の発生率

が最高であることも不 14l議ではない。

オーストラリア全国労働安全衛生委員会( N O

HSC)では、 1987-2010 年の聞におけるアスベスト

曝露によって、 16,0仁Ji'Iの中皮腫及び4 0 ,0 0 0 i'lの

!怖がんが引き起こされるだろうと推測している。過去

においては、アスベストによる死亡は、採畑作業中

やアスベスト製品の使川中の曝露によるモのであっ

た。次第に、摩擦音E品製造修理などのように、これ

までアスベストH暴露の「管聞がよくなされている」とさ

れてきた部門の労働者にも、アスベスト悶連疾患が

診断されるようになってきている。

オーストラリア連邦は、 6つの主権を有する州と2

つの自治制の準州からなるが、 K~l 場の安全衛寸てに

対する法規制、労災補償及び裁判所の管理運営

は、各州に委ねられている。オーストラリアの弁護

-t: Vincent Goldrickによれば、「その結果、オース

トラリアのアスベストの歴史的悲劇lに対処すξのに、

オーストラリアの6州すべてが異なった裁判と補償

のシステムをもっているL2仁:12年 11月 29 tJカも 12

月 13F1の聞に、 Laurie K回 an-Allenは、会議や集

会に参加したり、個人的なインタビューを通じて、 3つ

の州における「アスベスト凪 1:］を体験した。

・西オーストラリア

今Inlの旅行を思いたったのは、オーストラリア・

アスベスト浜患協会(ADSA)会長のRobert

Voiakovicから第6四国際中皮脂馴究会が西オー

ストラリアのパースで同かれることを聞いてからであ

るが、 10年以上A D S Aと緊密に連携してきで、これ

は Lauric Kazan-Allcnにとってはパースへの答礼

訪問の絶好の機会となった。

.オーストラリア・アスベスト疾患協会

世界的に注円すべきアドボカシー・グ凡ーブのひ

とつであるADSAは、丙オストラリアにおけるク

ロシドライト(肯石綿)採侃を起尚一、とするすさまじい人

績の悲劇の中から現われたものである。ィ、治の病

に倒れ、早すぎる化を迎えるアスベスト労働者とそ

の家族の数が増え続けるにつれて、ウfットヌーム

の遺産は明らかになってきた。元労働者のあるグ

ループが、補償や治療、アスベスト被災者への支援
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の必企庁|について、定期的に集まって話し合うよう

になった。それから 2 4年が経過して、この協会は、

~jwりのメンバーと数刊のファイルから、 8 ,500 ,'{

のメンバーと8名のフルタイム・ス夕、ソフをJ唯し、 14

本の電話回線を備えた4 3 0 m 2の事務所もをつて、

高度に専門的な事業を行う団体へと成長した。何

年にもわたってADSAは、知識を蓄積し、補償請

求、医師や弁護上の紹介、社会保障調金、その他

の現実的問題についてアスベスト被災者やその家

族を援助するノウハウを確なしてきた。アスベストに

起閃する疾病に通じた医師が、 ADSAの施設にお

いて、医学的検査を実施している。

非営利の慈菩凶体であるADSAは、以下のよう

な活動を行っている。

・アスヘスH間被災斉と引コ当く族に相談・支度サー

ビスを提供する。

-経済的困難の aるz や社会的に忌まれない tiに
経済的提助を提供する。

・アスヘストにと主なう危険及びアスベスト関連疾患

の医学的調査研究の必要性に対する地域社会
の関,～、を両める取り組みを行う。

'I'A学的調査研究及び支援サービスに対する資金
援助をfTう。

-公止な桁償のための働きかけを行う。

. I [ l jヨー口、ソパにおけるアスベスト被災者に対する

よ℃公王な補償を促進するように法令の改疋を提

架する。

A D S Aの何値は、こうした一覧表が物語る以|の

毛のがaる。シニシズムや落胆が蔓延していたとき

にあっても、 ADSAは非凡な存有 助けを求めて

いる者にとっての社会的、精仲的な支えであった。

アスベスト被災者が事務所を訪ねれば、誰かが話

を聞いてくれる。執務時間外用の、緊急電話番号

モある。 1983+ド以来、この協会の会長を務めている

Robert Voiakovicは、ルールや境界線に妨げられ

たととがない。真に彼は、 rNoJ と, lう青葉の志味を

知らないのである。協会の活動にはこのエートスが

充満してお〕、誰かが援助を求めているのであれば、

それは今必要なのであって、 ～～～～i国あるいは刊月で

よいというモのではない。 ADSAのス夕、ソフは何事を

も可能にするし、まれに不可能なことがあっても、他

からの援助を受けられるようにしてくれる。

ADSAの理事会、スタッフ、医学コンサルタントと

メンバーたちは共に協力しあいながら、西オースト

ラリア( W A )におけるアスベストに閲する世論を変

えてきた。最涯の事例としては、 r(WAの)ブル ・

アスベスト(古石綿)虚業の父JL a n g Hancockの

モニュメン卜を建なするとLり計画をめぐって起こっ

た大騒動がある。 2002年 10月23 F1にパース巾議

会は、いまは亡き採侃王の市立の彫像を刊月中に

建¥r.する計画を、満場一致で承認した。このモニュ

メントは、 Hancockの娘 Gina Rinehartがつくらせ、

市議会に対して、 Kings Parkの近くに設置する許

可を求めたモのだった。こうした計画が最終的に

般に明らかになったときに、抗議の渦を浴びせら

れるようになるととを、 Ms. Rinchartが予期してい

なかったことは明らかである。 ADSAのメンバーと

その友人、文援 らは、新聞への投書やインタ

ビューで、それよりも3 m而い砂押と化尚岩でつくっ

たメモリアルを建てるという意向を表明した。

M r. Voiakovicの返得は明白かつ的を得たもの

で、「西オーストラリアに古石綿虚業が存有してはい

たが、それがLang Hancock (の利益)のためσ tの
であったことは疑いのない事実である。あなたの父

視は古石綿の採腕だけでなく、 Nunycrrv と呼ばれ

る場所で自白綿の操業も行った。これは衝撃的に

ダ、ーティなビジネスであり、そこで働いた多くの労働

者たちがアスベスト関連疾忠に悩忠しているのであ

る」というモのだった。 1 9 9 6 +ドにウイットヌーム鉱 111

が閉鎖されたときに、 Hancockは、その鉱山と精錬

所を買収し、アスベストの採腕を再開するつもりであ

るとLめ意向を宣言した。 Robert Vo iako vicによれ

ば、「当時青有綿に閣して知られていたことにかん

がみれば、(との決定は)無知であったとは再えず、

ウイットヌームにおける状況の結果として、その時

点までに擢患あるいは化亡したすべての労働者と

そのdポ族に対する侮辱であったいとの感情は、日

計画に対する人々の圧倒的な反感を代表するモの

であった。当初Jの決定を再考するための巾議会の

次回の会台の日程が決められたが、議Hたちが召

集される前に、 Ms,Rinehartはその中し出を撤 Inl

した。彫像の現在の所在はわかっていない。
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.第6回国際中皮腫研究会会議

ADSAは、iLl際中皮JI!Ii研究会(IMJG)会議の開

催に参画した。会議の参加者たちは、 12月H Jにパー

スの美しい Kings Parkで開催されたA D S A江H例
のクリスマス・バーベキュー・パーテfーをU撃する

機会をもった。午後の中ごろ、会議の最初のセツ手ヨ

ンを終えてやってきた参加者たちは、ボランティアた

ちによってバーベキューが準備されている様子を見

た。干名を越す人々の食に供すための、ハービー・

ステーキ(世界的にイl名でまさにその価値がある)

やオーストラリア風ソーセージが焼かれていた。

アポリジこのダンサー、オーストラリアのミュージ

シャン、アイルランドのダンサー一座らが、木々に榎

われた牧草地いっぱいにひろがった、テントを立て、

デ¥ソキチェアを加え、ヒ。ケニッケシートを敷いた参加

者たちをもてなした。

とのフェスティパルに加わった特別ゲストには、

クリスマスを祝うためにはるばる北極からへ当ってきた

若者主るいはそう若くない人々も含まれていた。

西オーストラリア保健大叫臥}b Kuccral土、多年

にわたってADSAの確凶たるサボーターであった。

このヒ。ケニッケで彼は、 ADSAを代表して、長年この

協会に奉11してきた臨床医であり、サボーターかつ

え人であったDr. Greg Deleuilに贈り物を贈呈した。

Roderick Anderson の子になる独創的な油絵

は、アスベストを採摘すると, lう決定によって奪われ

た、ウィ、ソトヌーム峡谷の美しさのJ目、を飲むような描

写であったo

f{"としては、 i Ll際中皮脂制究会の長大の平I j主主は、

中皮腫研究の最前線で働く多くの科学者、I'k制、衛

生専門家たちと会う機会だった。会議の4円問をj且
じて、全体会議やワークショ、ソフ。の発表者たちは、中

皮細胞干物学、薬物療法その他の療法、外科的テ

クニック、早期スケリーニングのた虻の新たな診断プ

ロトコル、遺伝子療法、放射線医学反ぴ SV40をめ

ぐる論争などのl幅広い分野における進展を紛介・

共イlした。もちろん、各々のフ。レゼ、ンテーションは、

ERKs,Fr a-l 、CGH、守C T L、P C N Aといった目各百台カt

頻繁に登場する高度に専門的なものであった。俣

師でさえも議論についていくのが大変な部分毛あっ

たということを知って、安心させられた次第である。

幸いなことに私は、 R前の解説者を同行しており、

会議についての彼のコメントが JBASのウエブサイ

トで紹介される予定である。

・ヴィクトリア州

第一次世界大戦後、ヴィケトリア州のラ卜ロープ

l峡谷で発電所建設が始まった。これ巳の発電所で

生みI中lされた電力は、 l ω k m離才lt::メルボルンで佐

川されることになっていた。ヤローンにまる施設を所

イl・運営していたヴィクトリア州電力委員会 (SECV)

は、 10 万人以上の労働者をとの地域に寄せ集めた。

不幸なことに、市 )J産業におけるアスベストの無規

制の使用は、彼らの健康を危険にさらした。ラト口一

ブでS E C Vの組立L・旋緯Lであった故 Gcorgc

Wrag日によれば、 r1979年以前にヴfケトリアの火

力発電所に人った者はすべて、高レベルのアスベ

スト繊維を吸入した」。健康を損なったのは本3に労

働者だけではなかったのである。ラトロブにおけ

る補償請求の1 0 %以上が、労働者の妻、家族ある

いは火力発電所の訪問者カもの請求である。火力

発電所からのアスベストは、近隣の住居、学校、空

地も汚染した。あるテレビのドキュメンタリ一番組に

よれば、 4家族に1家族もがアスベスト関連疾忠に

よって家族の誰かを失っているという。

現在ヴィケ卜IJア州ニューバー口ウに事務所を構

えるギプスランド・アスベスト関連疾忠支媛協会

( G A R D S )は、|司地域のアスベストの遺産に悶心を

もった住民たちによって 1993 年に設立されたo

G A R D Sのボランティアたちは、毎月の定例会の開

催やアスベスト被災者の自宅訪問を行ったり、地域

のアスベストに関する諸問題の注意喚起を行って

いる。 GARDSのス夕、 yフは、法律や医'7'の告L門本

と緊密に連騰しながら、メンバーが必'～としている問

題に焦点を当て、制限的な法令を改iTさせ、住民保

健サービスを改善させている。彼ら0:ベストを尽くし

た努力にもかかわらず、専門家による診断施設を

備えた労働医学診療所、苦痛緩和ホスビス、 時療

養センター設立の要求に対する返答はいまだなされ

ていない。ヴィケトリア州における司法の状況は、

ニュー・サウス・ウエールズよりも、原山に対して好
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意的でない。ヴfケトリア州では、原告が提訴する前

に亡くなってしまった場合には、補償金のもっとも大

きな部分を占める痛みや苫しみといった要素は、～

人と一緒に失われてしまう。長期I~JSECVで働いて

アスベスト関連11市がんに羅患した従業員の9 0 %以

上が、桁償請求をしていない。解体」二事によるアス

ベスト汚染が真の原因であると知って、 G A R D Sの

メンバーたちは、地域の工業施設の解体を監視して

いる。そのニューズレターの創刊号で、彼らは、「モー

ウェルの近くの旧ラージー・ガス・プラントが今年解

体される予定である。ヤローン発電所の解体作業

では、コールタールの残余物やアスベストによる向

度の汚染が中じたが、このガス・プラントの解体一仁事

も同じCMR干十が請け負っていることがわかった」と

警許している。

G A R D Sを訪問して、|可地域のアスベスト閃連死

の発生率が天空のように高いにもかかわらず、州

政府が地域社会のニーズにUを背け続けていると

とが明らかになった。ラトローフ峡谷に烹らす7万人

の人々の疾病のレベルをモニターするという、たっ

たひとつのプログラムですら、地域性民や労働組台

が参加しておらず、労働者の家族や(佳設労働者を

含めた)請負業者の従業員をモニターの対象か3除

外しているととが、大きな弱点となっている。肺機能

レビュー・プロジェケトへの、 S E C Vの企業長作・労

災補償保険者であるヴィクトリア経営保険機関

CYictorian Managcd Insurancc Authority)の参

加は、問題となった。アスベスト被災者との折衝の窓

口に、ヴィケトリア州則務大臣であるJohηLenders

を指名したととが、 GARDS が州～局かう期待でき

る支援のレベAをよく物語っている。

• Steven Benedict

ASDAはヴfケトリア州議会における自らの代表

として、元ウイットヌームの鉱山労働者で、現在はト

ラファルガーとモウの町カもそれほど速くない美しい

農場に烹らして凶る Steven BenedictをJ掘している。

曲がりくねった丘陵と肥沃なフ、ドウ岡、青々とした牧

草地というは屋からの眺望は、彼が、ウイットヌー

ムにいたときに経験した干|がったλ地汽司王こりだ、

らけの環境とははるかに隔たったものである。

故郷のケロアチアを 1950年代に逃げ出したStevl回

は、 1 9 6 0年に国連かう政治難民の認定を受けた。

数か月後、彼のオーストラリアにおける人生は、「地

球の史担UJへの3か月 IUJの旅のために、イタリアの

ナポリから客船に乗り込んだところかう始まった。彼

は、メルボルン大学に入γするつもりだった。船が

フリマントルに入ったとき、「オーストラリアにおける

最良の仕事」を乗客に提供する就職斡旋人が乗船

してきた。簡単で給料のいいi1事という約束に、 6人
の科者がウイットヌームの従業員に加わる決心を

した。移住者のなかに英語を話せる者がおらず、こ

の:k~)1.~の問 Stcvcn が通訳を務めた。そのような多

言語の人々の|自lを取り持つ有能さは明らかだった

が、彼は当初Jのプランを追求することにした。斡b1i
人ははが上手く、 1年間ウイ、ソトヌームで働けば、大

学入学の資金が稼げるとl唆した。現実には、 Steven

は、ウイットヌームで通訳として働いたのほほんの

わずかで、毎日 12-16時間、アスベスト粘錬所で組

すてとして過ごした。精錬同庁のアスベスト汚染のレベ

ルは桁外れであった。「日精錬所は今でもたるきや

鉄の構造物から且れ卜がる肯石綿だらけだが、そ

この機械場で働いていた。青い凶まりが地由を覆っ

ていて、それがどこの道でも見えた。暑い夏の円に

アスベスト粉じんがもうもうと立ち込めるなかで働き、

耳や円、鼻など身体のあらゆる割れRにそれが入

り込んできた。アスベスト繊維がただようなか、クラ1ソ

シャーやスクラ、ソパーのうえで、 (1:事しながらまさに

その場所でサンドウィッチを食べf劫氾昼食を~1(っ

たりしたものだった。毎円アスベストを吸い込んだり、

飲み込んだりするととは、避けようがなかった。アス

ベスト繊維を摂取すξことは危険ではないと聞かさ

れていた」。残業時間も含めて、 l年問の契約期間

の聞に、 2年間分の曝践を経験したと Stcvcnは見積

もっす亡いる。

Steven が、最ね初Jにアスベス刻iト、の危険性に気つい

たのは1966年のことだ

題を学習し、またこの問題について書いてきた。メル

ボルン労働・産業部の労働安全衛生アドバイザー

として、彼は、仲間たちにその危険性を警f与するた

めにできることのすべてを行ってきた。彼は、ウイッ

トヌームの友人とその家族らが、アスベスト閣連疾
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患に倒れる江をみとってきた。 Stevenと一緒にウイッ

トヌームに人った 11人の見のうち、 1960年 11月の時
点で生き残っていたのはたった 3人だ、けだった。

現在 Stevenは、大方の人々が 1週 IUJにこなす以
上の仕事を 24 時間のうちに行っている。最近では、

和Iに向かつて傾斜する丘陵の上に 1,200 本の木を
植えξ という計画を建てて、彼は~tJ中農場で働い

ている。また、土木フ。ロジェケトを引き受け、阿オー

ストラリアの:11鹿な風長を示した絵を摘さ、多くの記

事を書き、その驚くべき外国語能 }Jを使ってアスベ
スト関連情報をインターネットで探っている。

・ニュー・サウス・ウエールズ

ニュー・サウス・ヴェールズ (NSW) における、
アスベスト関連疾忠被災者に対する政府の方針

は、訪問した州のうちでもっとも理にかなったもの
であった o 現行のシステムには、アスベスト請求に

裁定を卜し、その処理を促進するための、与門司;

による裁判所である NSW粉じん疾患法廷が台ま

れる。この法延はまた、使用者とアスベスト供給業
者、建築物占有者、発電所設百|昔、その他の聞の

調整 (recovery)も審議する。 NSWでは、 1-211寺|山以

内の命令 (direction)の発行を求めて、この法延に

アスベスト訴訟を提起するととができる。'&聞は、

通常2tJ以内に、法廷、自宅または病院で行われ

る。 3か月以内に結論が山されることは、アスベス
ト事件では日常的なととである。過去においては、

被告は、様々な手段で法廷の禅問を遅延させるこ

とが可能であったが、この遅れはもはや裁判官に

よって看過されることはない。二子続を速める手段に

は、前例からの証拠の活川、アスベスト疾患の診

断に関するヘルシンキ基準の採用や、大企業につ
いては 1956年という［アスベストの危険性を］知り得

た基準年の設定などが合まれる。 NSWはまたNSW
粉じん疾患労災補償委員会という補償機関をもっ

ており、この無過失損害賠償制度が、年金、医僚費

及び死亡給付を支給し、また、粉じん疾患にかかる

医学的調査研究に対する資金援助も行っている。

2002年 11月 25口、 NSWの労使関係大L:!John
Della Bosca は、州政府は、アスベスト疾患研究所
の設立・運営のために、向こう 3年問に 240}j ドルを

割り当てると充表した。|司六匝によれば、こ江秀でた

センターは、「ニュー・サウス・ウエールズ '1'のアス

ベスト関連疾忠忠斉のかなWコ部分を専門的な恒
例管理のために寄せ集め、また、ニュー・サウス・ウ

エールズ '1'の病院のネ yトワークにおける治療基
準を忌泊化するだ、ろう」というととである。との芹|画

は、オーストラリア製造労働組合や屯気業労働組

合、オーストラリア港湾労働組合、 NSW粉じん疾患
委H会、オーストラリア・アスベスト成虫財団( A D F Jゅ
などとの話し合いの結果、なてられたものである。

この計州の発表は、 ADFAのイニシアティブであ

るアスベスト・アウエアネス・ウィークの開始を記念

する、オーストラリア・マリタイム・ミューンアムでの

レセフ。ションの会場でfTわれたものである。 NSW
におけるアスベスト被災者の約状改善に果たした
ADFA の重県な役割は、この凶体の設な以来、庫～

自J に成長してきた。支援ゲ}V~プを設立しようという

決定は、 1990 年 5月 15日、 100 1',のアスベスト被
災者、家族、支援者たちが集まった集会でなされた。

この同休の初期の成功はもっぱら、アスベストに
より地域社会が蒙った被害を直接見聞して知識を

得た、献身的なボランティアたちに負ったものだっ
た。 1990 年代に、文援はひろがって、 ADFAは、

小さな事務所を聞き、パートタイムのス夕、yフを雇

うことができるようになった。

財同の目白 Jは以下のとおりである。
・アスベスト被災者とその家族を支駁する  0

.アスベスト問題に対する悶心を高める。

-地域になお存在するアスベストからのリスクに焦
点を～てるととにより、将来の被災者数を減少さ

せる。

-アスベスト被災者の治療に秀でた医学センターを
確立する。

・京別的な政策や制限的なrtfiを改書させるため
に、政府関係部局と交渉し、ロビー活動を行う。

.医'7'的調査研究に対する資金疑助を而める0

'NSWがん評議会やオーストラリア肺財凶などの

NSWに加する同様の目的の諸岡休と連携する0

2002 年 12月 11日に、 A D F Aは、シドニー郊外の

グランヴィ)レで伴次総会を閣催した。 ADFA事務局
長で日らもアスベスト被災者である Ella Sweeney7I 1、
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活動報告の中で、全てのサボーターに対する財凶

の感謝の;草を表し、 ADFAは 2003年にも大きな前

進を続けるととを官子守した。

シンガポール

2002"ド12月 16 tIに、シンガポールの人材同充

省( M O M )で開催されたアスベスト・ラウンドテーフ

ルは、今回の旅行で応後の会合だった。労働衛生

部の際学専門アドバイザー、全国環境庁の産業衛

生専川家を含む、政府の主要関係者が参加したこ

とによって、興味深い情報の交換ができた。アスベ

ストの職業曝露を扱う圃の法令は、 1980年七場(ア

スベスト)規川、 19R9年工場(アスベスト)(改疋)規

則、上場(健康診断)規則である。シンガポールでは、

建築物へのアスベストの使 JIJは、 1989年以降環境

省によって禁止され、新車へのアスベストの使用も

祭止されている。シンガポールにおける足後のアス

ベスト一仁場は1980年代に閉鎖されたものの、アスベ

スト布はいまも '1'固から輸入されている。山席して

いた医師たちによると、シンガポールがん写実録によっ

て記録されたアスベスト団連がんの発恒率は伐い。

考え, : ,れるむとつの理向は、単純労働(rnanu副回ks)

に従事する外同人労働者をシンガポ-}vlこ連れて

くる慣行が確¥r.していることで、それらの労働者のあ

る部分がアスベストの職業曝露と閣速しているかも

しれないと青うことである。 2年聞の就労期間が終わ

ると、労働者たちは、疾病にかかる可能刊をかかえ

て母国に帰っていく。

との会台で入手した資料には、以下のようなもの

がある。

・アスベスト材料取り扱いガイトライン (MOM,2C政1)
.建築物におけるアスベスト含有材屋の除去

-建築物におけるアスベスト台有材量の除ぷに珂

するガイドライン (MOM,2000)

とれらの有誌な出版物の IJ 'i容は、詳細かつ実践

的である。衛中モニタリングや有需廃案物の処分の

サンプルは、大気モニタリング事業者、分析機関、

アスベスト除去・廃棄処分の認可事業者やi環境マ

ネジメント・トレーニングコースのリストというかたち

で日えられている。義務的な子順については、アス

ベスト材料の碓認、「リスクのある作業」の計画の主

任工場監賢官への届山、労働者の健康診断、アス

ベスト材半除去・廃棄に閣する占而による認ロJの
入手など、ステ、ソプ・パイ・ステッフ。に記述されている。

湿潤化した除去 )j法や工業用烹空掃除機に高効

率粒子雫気 (HEPA) フィjレターを用L渇ととがぶ務

づけられている。影響を受ける灰画の隔離(作業

区内Iの明瞭なラベル表示が義務つ守けられている)、

動力駆動器具の使用主主l上、アスベストシート・パネ

ルの彼断の最小抑制、適切な呼吸保護具の使JIJ

と恒人こ守とのフィットネス・テスト、適切な維持管理、

保護衣の使用、乾式泊料の主主 ICなどの、除去作

業中における民求事組も台まれている。シンガポー

ルにおけるすべての種類のアスベストに対する閣

限界値り 1f/ccであり、現行のEUの閣限界値 ク

リソタイルについて 0.6 t/ cc 、アンフィボール系につ

いて 0.3 1/ ccよりも厳しいものになっている。

さいごに

ことで述べたような今回の旅行の価値は、聴衆

や交換した名刺の人数あるいは入手したアスベス

ト資料の重さでは測ることができない。例えば、臥在I G

のコンヒVユータ室でたまたまl明会ったある科宇者カ1
S V - 4 0の調杏研究に対する科学界や産業界均、らの

圧力について話してくれたことなど、予定外の事態

がもっとも価値のある体験を与えてくれるととはよく

あξ ことである。その多くと長い|自lコンタケ卜をとって

きた友人たちと五際に顔を合わす機会がもてたこと

は、 4門的な関係以上のひろがりを加えてくれ、お

hいにとって有益な架け橋ができたことを願う。

過去数白年問にわたってアスベストの危険性に

ついて学んできたにもかか木らず、アスベスト生産量

者たちがいまだにこの致死的な繊維を販売しようと

していることは嘆かわしいことだ。アスベストを禁止

するための草の根の努力が、世界中の町、州、諸

国で進行中である。経験を比較し、行動をコーデf
ネイトすることによって、われわれは地理的な不利

や情報の欠如にうちかつことができる。知識の入千

と普及はわれわれをエンパワーする。共に

取り組むことが重要である。 国
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各地の便り

指曲がり症は「年のせい」？
奈良參檀原市職労不服審査請求に裁決

檀原市職労(自治労奈良県本 
部)に所属する給食調理員6名 
が、地方公務員災害補償基金奈 
良県支部が行った指曲がり症(変 
形性手指関節症)にっいての公 
務外認定処分の取り消しを求め 
た審査請求に対して、基金支部審 
査会は2002年12月27日、5名に 
っいては原処分を取り消し公務 
上と認め、1名については請求を 
棄却し再度公務外とする裁決を 
行った。
今回の成果を勝ち取ったご本 

人たち、当該労組、自治労奈良 
県本部、主治医の田島隆興医師 
等医療関係者の方々に深く敬意 
を表したい。
參争点「指曲がり症かどうか」

これまで檀原市職労では、自治 
労の指曲がり症認定闘争の中で、 
1989年6月30日に3名、1990年 
12月19日に1名が認定申請し、 
1993年3月11日に4名全員が公 
務上認定されている。

1996年9月20日には5名が認 
定申請し、1997年3月7日に全員 
が公務上認定された。

そして、1998年2月2日に10名 
が認定申請したところ、1999年 
11月12日にうち2名が認定された 
ものの、8名が公務外という「予想 
外」の結果となった。この8名のう 

ち6名が、支部審査会に対して審 
査請求を行い、今回の結果となっ 
た(これで檀原市給食調理員の指 
曲がり症認定者は16名になる)。

そもそも、1999年の8名の公務 
外認定が、「変形性手指関節症で 
はない」ことを理由とする非常にお 
かしなもので、つまり審査請求の 
争点は、「変形手指関節症かどう 
か」にあった。
參「過重性の基準」には合致
指曲がり症について認定当局 

の地公災基金は、公務過重性に 
ついて次のような認定基準を設定 
しており、それに基づいて公務上 
外を判断してきている。
① 給食調理員としての経験年 
数が10年を超えていること。

② 給食調理業務に従事した施 
設について、同人の経験年数 
の各年ごとに、一給食日の給食 
調理員一人あたりの平均給食 
調理食数を算出し、これを全経 
験年数分合計して数値 
(総調理食数)が2,000食を超 
えていること。

③ 当該職員力給食調理業務に 
従事した施設における平均調 
理食数が、全国における同程 
度の規模の施設における平均 
調理食数を超える年度数が、当 
該職員の半数以上に及んでい

るか、それに準じる著しい公務 
過重の状況であると！/ゝえる特段 
の事情があると客観的に認め 
られること。

④当該職員が所属した各学校 
給食調理施設において、当該 
施設における給食調理員の平 
均を下回らない程度の業務量• 
業務時間数、給食調理業務に 
従事していたと認められること。
檀原市は、「調理員1名あたり 

調理食数250食」という文部省基 
準よりも過重な独自基準で運用 
していたために、過重性という面 
では、どの給食調理員も「認定基 
準」を超えており、最初の9名まで 
は全員が認定されたとIめ事情が 
あったにの認定基準をめぐって 
は、自治労豊中市職が取り組ん 
だ指曲がり症裁判の大阪地裁判 
決で事実上否定され、地公災基 
金の控訴断念によって判決が確 
定している(2001年7月号参照)。 
しかし、地公災基金は、いまだに 
認定基準の見直しをせず、同様の 
他の裁判では不当にも係争を継 
続している。)。
今回の6名も全員が認定基準 

はクリアしていたが、「変形性手指 
関節症の存在」を否定されて、公 
務外とされたのだった。
參「専門家」意見で公務外
公務外認定は直接的には地公 

災基金奈良県支部が行ったもの 
だが、実際は、全国的にすべて 
の事案が「本部協議事案」とされ、 
本部で判断が行われた(これは、 
上肢障害などの他の疾病でも現 
在も行われており、地公災基金の 
反動的認定と認定遅延の原因に
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なっている)。基金本部では、依

頼した「専1"J家」に「医学的意見」

を求める。今回のケースでも、決

め手とされたのは、この「際学的

意見」だったo

「両手指に特に異常は認め

られない」
r( 関節に見常所見は認めつ

つ)しかしながら、これらの変性

は年齢相応の退行変化であり、

向子 tfiの変形性関節症ではな

い」
という2つのスタイルで、「疾患存

在を否定する見解」が当時山され
ていたととが、今回の裁決占に記

哉されている。

.疾患の存在は明らか

このように、基金本部の名前
も肩書きも明らかにされていない

r w門本」のおかしな見解に依拠

して、公務外認定が行われたとい

う状況の '1'で取り組まれた審査会
で、白治労公良県ノド部と橿原市

職労は、阪学的｛則由の論証に )J
を人れた。

2002年3月14日のは頭産見陳

述では、代理人となった本部担当
者の阪口氏、請求人本人が陳述
占lこJ ; ! 、づく怠見を述べるとともに、

最初の認定闘争から協力を受け

てきた白鳥隆興医師(尼崎・田島
診療所)が補佐人として参加、レ

ン卜ゲン所見などの際学証言を
わった。 O日ヰ~~用し全休として説

符力のある陳述が展開された。
禅杏会は、この円 OR意見陳述

直前のヨJ02年3月日円付けで「専

門医 AJ の回答を受け取ってい

る。裁決書には、「専門医 AJが

報山した請求人たちの指の各関

節の指度が記載されているおり、

主治医田島医師の半lJitよりは全
体的に軽度ではあるが、いずれ

も悶節の変形を認める判定が行

われている。

そして審査会は、事実上この

「専門限」判定に依拠するかたち

で、請求人に変形性子指閣節症
が存有していることを認めた。目白

述したように、過重な業務に従事

していたか否かは、地公災基金

の認定法準をもクリアしているの

で、自動的に公務外認定処分は

取り消しとなった。
ただし、 lf,については、「指の

変形の科度が軒度で年齢相応の
もの」との判断からまたしても「公

務外」された。

.不可解な1名だけの棄却

とのlf,についてだけ、審査会
は|記「専門限 AJだけではなく、

口頭;意見陳述のあとの 2002年

11月 29日付でもう一人の rw門
医 BJからも|門|答を受けi旧ってい

る。「専I"J医 BJは「専I"J医 AJよ

りもより多くの関節の異常所見を

Inl答したのだが、結局、福杏会

は、「・当審全会が徴した医学的

志見においても、少数の関節で

小さな骨跡形成が疑われるもの

の、この程!主であれば年齢相応
の退行性変化と考えられるもの

であるとされ、両手指において変

形性子指関節症(へパーデン結
節、ブ、シヤール結節)は特に認め

られないとされている。これ巴の俣

学的知見より、本件の場合、明ら

かに両手指定形性関節起を発症
しているとは認められないと判断

する」として、請求を棄却した。

変形' 1 ' 1手指悶節府は、もとモと

あるI C t閃だけによって起こる咲患
(特異的疾忠)ではない。

給食調理員集出に一自主喋凶よ
りもより多発していることが綬学的

に明らかなととから、給食調理は

における変形'VI手指悶節症は作

業閣連咲J患であると認められ、こ

れを前提として地公災法令にお

いても、限定つきであれ公務|

咲病として認定しているものだ。

棄却されたDさんに関節の変

形があること自体は、相度の判

定差はあっても、医学的に明ら
かだ。その「関節の明かな症状」

について、審杏会は「伴のせい」

として「病気ではない」と主張して

いるわけだが、そもそも非特異的
痕状について「見るだけ」で「原因」
を判断できるはずはないし、また、

程度の差から「乙れは病気」、「乙

れは年のせい」などと言えるはず
もない。

症状の進行に個人差が主るの

は当然であって、公務!と裁決さ

れた5名と同様の業務をこなして
きたDさん由工症度の差で公務外

とされたのはノト当といヨまかない。

Dさんは陳述書で、「円常生活
ではコッフ。や茶碗tJ"とを舎として割

ることが11寺々あります。指先の )J
が ～J~ いので、腕ゃ肩に力が人り、

1建鞘炎や肩こりなどの症状が, ' 1 " ,
たり、腰焔などで凶っています」、

「寒くなると指先がしびれて痛く、

巾げにくく、感覚も鈍くなっていま
す。 10本の指の第I関節の )Jが
~J~く、重いものを下げたりすると

き、あまり力が入らなくなってきて

います。作業をするときはこのた

め不肉向で、時々思いがけない
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ときに失敗をよぐするので気をつけ 
ています。現在、左右の手の中指 
の第1関節がとくに痛く辛いです」 
と述べている。レントゲンで見た関 
節の症度が比較的「軽度」であっ 
たとしても、実際は大変なのだ。
•指曲がり症認定の今後

Dさんの公務外裁決について 
の対応は協議中とのことだ。
指曲がり症に関する地公災基 

金の公務外認定に対する取り組 
みは、安来市、宝塚市の調理員 
が地裁、堺市のケースが高裁段 
階で係争中なのをはじめ、現在も 
様々な段階で続いている。

また、今回のケースにもみられ 
たように、地公災基金本部は指曲 
がり症をできるだけ公務上疾病と 
して認めたぐないという不当な姿勢

をとり続けており、それは、指曲が 
り症の障害認定状況にも現われ 
ている。現在までに指曲がり症で 
障害認定を受けた被災者はごく一 
部に過ぎず、それもごく低い等級 
に位置づけられている。明らかに 
存在している後遺障害を、あれこ 
れと条件をつけて不当に扱う地公 
災基金のやり方は、決して容認す 
べきではない。檀原市の認定者の 
中でも、これまで1名が障害認定 
請求をしたが、「等級非該当」として 
斥けられている。
指曲がり症認定の取り組みは、 

典型的な作業関連疾患の認定問 
題としても重要であり、安全セン 
ターとしては今後とも主要課題と 
して取り組んでいくことに 
している。

(関西労働者安全センター)

「頸肩腕障害」をようやく公認
整形外科学会參作業関連疾患として

頸肩腕症候群と頸肩腕障害
上記のふたつの病名は、日本 

整形外科学会と日本産業衛生学 
会とで、その意味するところが異 
なり、長く混乱を引きずっていた 
が、作業関連疾患(work related 
diseas)という概念が海外から持 
ち込まれてきたことから、日本整形 
外科学会は、「作業との関連につ 
いてはふれない」という従来の姿 
勢を改め、「頸肩腕症候群のうち 
作業関連の要因が原因と考えら 
れる症例を『頸肩腕障害』とする」 

と提案した。
これは、これまでの日本産業衛 

生学会の主張に沿うものであり、 
歓迎すべきことである。やや旧聞 
に属すが、日本整形外科学会産 
業医委員会は、『臨床整形外科』 
第36卷第11号(2001年11月)で 
誌上シンポジウム「頸肩腕症候 
群と肩こり一疾病概念とその病態 
一」を行い(座長:大井利夫•上 
都賀総合病院整形外科、菊地臣 
一 •福島県立医科大学整形外 
科)、6本の論文が掲載された。

① 緒吾一「今回の検討を通し 
て、産業医委員会としては頸肩 
腕症候群の疾患概念に作業 
関連の要因も含ませることに 
より、整形外科としての頸肩腕 
症候群の疾患概念を明確に確 
立しうるとの結論に達し提言す 
ることにした」(大井利夫•菊地 
臣一)。

② 疾病概念とその問題点一 
「欧米では頸肩腕障害を出発 
点として『筋•骨格系の慢性疲 
労による障害とは何か』という 
問題に発展させ、これを解い 
ていこうという姿勢がみられる。 
これに比べて、わが国では『労 
災認定と補償』などの技術的な 
面が強調され、疾患の存在を 
検証し病態を解明するという取 
り組みが遅れているように思わ 
れる」沖村禾哮•産業医科大学 
整形外科)

③ 文献的検討(三笠元彦•清 
瀬病院整形外科)

④ 肩こりの病態(矢吹省司•菊 
地臣一 •福島県立医科大学整 
形外科)

⑤ 職場での実態調査一「上肢 
を過度に使用する職業に合併 
する頸肩腕痛については、整 
形外科学会として十分な取り組 
みがなされたとはいえない。特 
に作業形態や作業量、上肢の 
使用頻度などと障害の範囲•程 
度に関する研究は、日本整形 
外科学会で十分に研究された 
とは言いにくい」(多田浩一他• 
関西労災病院整形外科)

⑥ 診療現場での現状一「近 
年、業務上の病態として、作業 
関連疾患という概念が一般化
安全センター情報2〇〇3年3月号49
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してきている。この範疇に頸肩 
腕症候群も入っている。業務 
上の場合は、作業遂行のため
に直接の負荷がかかる手指の 
過負荷の他に、姿勢の問題、
環境の問題、対人関係などの
精神的ストレスの問題がから
み、発症は多因子の場合が大 
部分である。したがって、鑑別
を前提とした頸肩腕症候群とは 
区別するのが望ましく、業務上 
の頸肩腕症候群とされる病態
は、諸家のいう頸肩腕障害と 
して表現することに賛同する」
(伊地知正光•東京労災病院整
形外科)

ということである。
これまでキーパンチヤー、レジ 

スターの取扱者を始め多くの労働 
者が泣かされてきた歴史を振り返 
ると、どのように総括してこのよう
な提言がなされたのか？という疑 
問が湧き上がる。

また、同じ論文(⑤)の中に、「日

本産業衛生学会が注目した事務 
職における頸肩腕痛をはじめとす 
る症状については一般的な傾向 
はみられず、治療や対策につい 
ても深刻なものではないことがわ 
かる。いわゆる業務上障害として 
の認定が問題になり、長時間の 
治療を要するような頸肩腕障害 
を思わせるアンケート調査は全く 
みられなかった」という一文もあり、 
依然として、「労災認定と補償など 
の技術的な面」にこだわっている 
ところもうかがわれる。
先が長いことを知らしめるもの 

ではあるが、ひとつのターニング 
ポイントを回ったことは間違いな
い。
会員•読者の皆さんが、これら 

の論文を記憶に止めて、今後の
頸肩腕障害の認定、予防に取り
組んでいただけると幸い
である。
2003/2/14ひまわり医療生協

田島診療所■田島隆興

リハビリ4年で完全復帰
神奈川參頸椎捻挫のヘルパー

頸椎捻挫でリハビリ治療してい 
たヘルパーのAさんに、障害等 
級12級の認定がおりた。

Aさんは、横浜市福祉サービ 
ス協会でケアヘルパーとして訪 
問先で介護作業中、1週間も2階 
で寝たきりの状態でいた利用者 
を外へ連れていこうとして、階段 
を降りようとしたところ、利用者を

抱きかかえたまま滑り落ちて、首 
や肩、肘などを負傷した。

この訪問先は困難ケースで通 
常は2人で介護作業をしていた 
が、あいにくこの日はもうひとりの 
介護者が休んでいたことも災い 
した。Aさんは2か月半の休業を 
とって治療したが、職場復帰後も 
頸椎捻挫の後遺症で頸、肩、指 

のしびれや痛みなどの症状があ 
り、リハビリ治療は続けなければ 
ならなかった。幸いにして治療費 
は同協会のサポートですぐに労 
災保険で補償された。しかし、介 
護作業が交替がしづらいロー 
テーションとなっていたため、最低 
でも週2日の治療日の確保は難 
し力、った。

そこで、Aさんは加入していた 
自治労横浜に相談、組合は協会 
と交渉して、時間内通院ができる 
ような条件を獲得してきた経緯が 
ある。今回、Aさんが主治医の症 
状固定の診断にしたがって、自ら 
障害認定の申請に踏み切れたの 
も、4年以上かかったが、時間内 
通院という好条件下で十分なリハ 
ビリ治療ができ、完全復帰の確信 
がもてたからだと思う。
腰痛やけいわんを抱えた多く 

の介護労働者が離職せざるを得 
ない現状のなかでは、4年以上も 
しっかりリハビリ治療して職場復帰 
したAさんのような例は稀有のこ 
とかもしれない。労働組合がきち 
んと対応して、労災補償や時間内 
通院という条件さえ整えff、職業 
病になった介護労働者の職場復 
帰も十分可能なのである。

さらに、Aさんは今、はり•きゆ 
うの労災保険アフターケアの手続 
も進めている。症状固定後も残 
る疼痛、しびれ、麻痺等を軽減さ 
せるために、2年間まではり•きゆ 
う施術を労災保険の労働福祉事 
業として受けられる制度だが、こ 
れも時間内通院できるよう職場条
件を整えていく必要があ
るだろう。

(神奈川労災職業病センター)
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請求取り下げ書事件の顛末
愛知•名古屋北労基署と確認事項

薬品会社で主に入力作業を 
行っていた女性が、肩こり•頭痛な 
どの症状を覚え、整形外科を受診 
した。医師から、「これは職業病だ 
ね」と言われ、労災請求を行った。 
1か月後、名古屋北労働基準監督 
署の担当官から、本人の自宅に 
電話があり、約1時間、仕事の状 
況について尋ねられた。「あなた 
の場合、労災の認定が難しいか 
ら、取り下げたら？取り下げ書を 
郵送するから」と、話は終わった。
翌日、取り下げ書が送られてき 

て、取り下げ理由欄に「労災制度 
認識不足のため」と書くようにと、 
鉛筆書きで下書きがしてあった。 
後でわかったことだが、その担当 
官は、彼女の自宅に電話をする 
前に、薬品会社に電話をして、仕 
事の状況をたずねていた。

これは労災請求権の侵害であ 
ると、相談を受けた名古屋労災職 
業病研究会は、愛知労働局と1 
回、名古屋北労基署とは3回の交 
渉を重ねた。昨年7月26日の全国 
安全センターの厚生労働省交渉 
にも参加をした(2002年10月号参 
照)。

この事件は、愛知局の労基署 
の課長会議で取り上げられたのは 
もちろん、新聞にも取り上げられ 
て、労働行政上、全国的に知られ 
ることになった。

交渉のなかで、名古屋北労基 
署は、県下一忙しく、5号用紙(療 
養補償給付請求書)の提出が毎 
月700〜800件あり、そのうち2割 
強が調査を必要とするものである 
こと、そのための職員数が不足し 
ていることがわかった。状況として 
職員に厳しい仕事が課せられて 
いるのだろうが、そのしわ寄せが 
労災請求への侵害とぃぅかたちで 
現われるのは、おかしい。
交渉中、取り下げ書が他の人 

にも用いられているのではないか 
と、名古屋北労基署に対し、過去 
2年間の取り下げ書の件数と、「労 
災制度認識不足のため」と理由 
欄に書かれた件数の調査及び閲 
覧を要請した。昨年度の件数は 
43件、一昨年度の件数は32件で 
あり、「労災制度認識不足のため」 
と書かれた取り下げ書は1件もな 
かったとの回答は得たが、閲覧は 
プライバシーに関わることなので 
と、拒否された。

そご^情報開示請求をしたが、 
まともに取り下げ書の閲覧を要求 
したので、これも上記と同じ理由 
で通らなかった。別の観点からこ 
の事件の関連情報の開示請求 
を行うことによって、労職研と労働 
局•労基署の交渉の記録を見る 
ことができた。個人名と発言内容 
は黒塗りされてVゝたが、二度とこの 
ような事件を起こさないように、労 
基署全体がチェック機能を果たし 
ていこうとする姿勢は感じられた。
交渉の結果、名古屋北労基署 

との確認事項(口頭)は次のとおり。
① 今回の取り下げ書交付の件 

は、取り下げ強要と受け取られ 
かねない言動があり、配慮不足 
であった。

② 取り下げ書の扱いは慎重に 
は慎重を期し、必ず課長樋し、 
担当者一人の判断で行わない 
こと。

③ 労災請求の権利を侵害して 
はいけないことは周知のことで 
あるが、ここにあらためて確認 
をする。

④ 労災の請求人に対しては労 
災保険の考え方を説明するに 
とどめ、言外にも申請を抑圧す 
るようなことがあっては
ならないこと。
(名古屋労災職業病研究会)

国保•社保との話し合い継続
広島♦実効ある「労災隠し」対策追求

2001年の6月、広島市に 「労災隠しについての国民健康
安全センター情報2〇〇3年3月号51



世界から

保険における実態調査と指導要 
請」の申し入れを行い、その後広 
島労働安全衛生センターでは、労 
災隠しをなくすための取り組みを 
続けてきた。
第1に、広島市の回答で、「区 

役所の窓口では国民健康保険高 
額療養費支給申請書を提出する 
さしゝに負傷理由を詳しぐtずねる、 
また、労災申請の方法やメリット 
についてわかりやすくまとめた 
ペーパーを設置する」という点に 
ついて、今回区役所へ確認した 
ところ、昨年の時点ではまだ行わ 
れていなかった。
第2に、市立4病院のケース 

ワーカーによる労災申請の指導 
について、「市民病院では労災事

故の件は、医師の方から診察時 
に負傷状況、職業等をたずねる 
など労災申請のアドバイスを行 
い、病院内の議題にも挙げられ 
ている」という回答を受けた。
今後、費用対効果の問題もあ 

りどのような対策を講じるか検討 
していく。
一方、広島社会保険事務局で 

は、診療報酬明細書(レセプト)の 
点検により業務災害において、 
平成13年では外傷性のみで909 
件の労災隠しがあることがわかっ 
ている。
広島労働局管内では、労災隠 

しの送検件数がここ数年で3〜5 
件しか行われていない。
(広島労働安全衛生センター)

労働と健康関係韓国情報 
韓国•最新情報入手できるウェブサイト

ソウル在住の鈴木明さんが、 
「労働と健康fこ関する韓国の情報」 
というウェブサイトを立ち上げた 
(http://www.geocities.co.jp/ 
HeartLand-Renge/8830/index.
html)〇鈴木さんは、元東京労働 
安全衛生センタースタッフで、昨年 
11月号で紹介した「参加型安全衛 
生活動国際シンポジウム」の通訳 
を務めたり、「労働健康連帯」の活 
動の手伝いなどもしている。ウェ 
ブは、現在、以下のような構成。 
•労働と健康に関するニュース 
•聖水洞•小零細事業場の職場
改善(準備中) 

•石浦製錬所カドミウム汚染疑惑 
•気になったニュースから
•資料室

「資料室」では、韓国労働部の 
「2001年労働災害分析」も紹介さ 
れているが、それによると、韓国に 
おける「業務上疾病」の状況は以 
下のとおりである。
〇2001年度業務上疾病者数は 

5,576人で、前年度4,051人に 
比べ1,525人(37.6%)増加。

—このうち、難聴、重金属中毒等 
の職業病は2001年に1,538人 
で、前年度892人より646人 
(72.4%)増加し、作業関連性 

疾病は2001年に4,038で、前
年度3,159人より879(27.8%) 
増加。

一作業関連性疾患のうち、脳•心 
血管疾患者は2,192人で、前 
年度1,950人より242人(12.4 
%)増加。

—身体負担作業はる疾患(類肩 
腕障害等)が778人で、前年度 
487人より291人(59.8%)増加。 

〇2001年度業務上疾病療養者 
(死亡者除外)は4,396人で、前 
年度2,937人に比べ1,459人 
(49.68%)増加。

一このうち、難聴、重金属中毒等 
の職業病は2001年に1,116人 
で、前年度498人より618人 
(124.1%)増加し、作業関連性 
疾病は2001年に3,280人で、前 
年度2,439人より841(34.5%)増 
加。

一作業関連性疾患のうち、脳•心
血管疾患者は1,512人で、前年 
度1,292人より220人(17.0%) 
増加したことで、1996年以来引
き続き増加傾向を見せている。 

—身体負担作業はる疾患頒肩
腕障害等)が778人で、前年度 
487人より291人(59.8%)増加。

〇業務上疾病療養者万人率(労
働者10,000人当たりの業務上 
疾病療養者数)は、1996年に 
増加後、1997年1.73、1998年 
1.70に減少したが、1999年度 
には2.25、2,000年度には3. 
10、2001年度には4.15に増加
の傾向を見せている。

〇2001年度業務上疾病死亡者数
は1,180人で、前年度の1,114
人に比べ66人(5.9%) 
増加。
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全国尚働安全池田牛セ‘タ連絡ふ＝義刀 侮J宜ノター精霊安議
〒136-0071J.l.!京都江東区但戸7・10・lZピル5防 TEし（03)3636-3882/F AX (03) 3636-3881 

E-mail joshrc@jca.apc.org HOMEPAGE http: //www.jca.apc.org/joshrc/ 

点 京 ・NPO；去人東京労働安全衛生センター E-mail巴1oshc@jca.apc.org
〒136-0071江東区他戸7・10・lZビル5断 TEし（03)3683-9765 /FAX (03) 3683-9766 

点 京 ．三多摩労災職業病センター
干185-002111司分寺市南IIり＇2-6-7丸山会館2-5 TEL (042) 324-1024 /FAX (042) 324-1024 

* 京 ・三多摩労災職業病研究会
〒18.5-0012同分寺市本町T4-12-14三多l"f.医絞生協会館内 TEL(042)324-1922 /FAX(042)325・2663

神奈川 ．社団法人神奈川労災職業病センター E-mail k-oshc 戸a.apc.org
〒230-0062横浜市鶴見区笠岡田f20・9サンコーポ世間505TEL(045)573-4289 /FAX(045)575-1948 

ffi ir.1・財団法人新潟県安全衛生センター E-mail KFR00474@nifty.nc.jp 
〒95ト8065新潟市東l>.lliill2-481TEし（025)228-2127 /FAX (025)228・2127

,'fi• 岡・清水地織勤労者協議会
〒424・0812it'lll<d，小柴l町2-8 TEL(0543) 66-6888 IF AX (0543) 66-6889 

愛 知 ・名古屋労災職業病研究会 E-mail roushokukcn@bc.to 
干468-0077名古filil1天白区八：If山148ジュネス八・1130511TEL(052) 837-7420 /FAX (052) 837-7420 

点都・京都労働安全衛生連絡会議
干601・8432点都市南区西九条東山田TS0-9山本ビル3階 TEL(075)691-6191/FAX(075)691・6145

大版・関西労働者安全センター E-mail koshc2000@yahoo.co.jp 
〒5400026大阪rli'l1央区内本田fl・2・13ば／めいビル602TEし（06)6943・1527/FAX(06)6942・0278

兵 店・尼崎労働者安全衛生センター干“0-0803尼崎市民洲本通ト16・17阪神医1/;i.生協気付 TEL(06)6488・9952/FAX(06)6488・2762

兵庫・関西労災職業病研究会〒“O，偲03尼崎市長洲本通卜16-17阪神医僚生協長洲支部 TEし(06)6488-9952 IF AX (06) 6488・2762

兵 庫 ．ひょうご労働安全衛生センター
〒651・0096神戸市中央区笠井通l・1・I212号 TEし（078)251-1172/FAX(078)251・1172 

広 島・広島労働安全衛生センター E-mail hirosima-azcemer@cronos.ocn.ne.jp 
〒732・0827広島市南区稲前田T5-4山mピル TEL(082)264-41l0 /FAX (082)264-4110 

r.~ 取 ．鳥取県労働安全衛生センター
守も80-0814J."J;取市南目f505自治労会館内 TEL(0857)22-6110/FAX (0857)37-009 0 

愛 媛 eNPO；去人愛媛労働安全衛生セン夕一 E-mail巴oshc@mx81.tiki.ne.j
〒792-0003車Ir／舌i兵市.wr回田Il’9-9 TEL(0897)34-0900 /FAX (0897)37・1467

愛 媛．えひめ社会文化会館労災職業病相談室
〒790・0066松山市富田町8-6 TEL (089) 941-6065 /FAX (089) 941・6079

高 知．財団法人高知県労働安全衛生センター
〒780・0011高知市街野北町3・2-28TEL (0888) 45-3953 /FAX (0888) 45-3953 

熊 本．熊本県労働安全衛生センター
干86ト2105熊本市秋tnsr秋田344ト20I：士illレークタウンクリニック TEL (096) 360-199 J /FAX (096) 368・6177

大 分．社団法人大分県勤労者安全衛生センター
干870・0036大分市中央町4・2・3労働福祉会館 IソレイユJl ~TEL (097)537・799 1 /FAX(097)534・8671

宮崎・旧松尾鉱山被害者の会 E-mail aanheb巴z@bronze.ocn.ne.jp
〒883-0021日向市日t光寺283-21i長江団j位ト14 TEL (0982) 53-9400 IF AX (0982) 53-3404 

鹿児島 ．鹿児烏労働安全街生セン夕一準備会 E-mail ai』nio『1@po.sy11aps巴.n巴.j
〒899-5216姶良m1加治オ＝田T本田T403有明ピJレ2F TEL(0995)63-1700 /FAX (0995)63・1701

自治体 ・ 自治体労働安全衛生研究会 E-mail sh-net@ubcnet.or.jp 
〒102・0085千代田区六番町l自治労会館3階 TEL(03)3239-94 70 IF AX (03) 3264-1432 

（オプザーパー）

縞島・福島県労働安全衛生センター
干960-8103~＇；＼島市船場町1・5 TEL(0245)23-3586 /FAX(0245)23・3587

山 口・山口県安全センター
〒754・0000山口県小lUl!lil！便局私岱箱44号
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